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環境白書の刊行に当たって

本県では、「誰もが安心して、たくさんの笑顔で暮らせる福岡県」を目指

し、さまざまな施策を展開しており、その実現のためには、快適な環境を

維持、保全していくことが重要です。 

本県の環境行政におきましては、令和４年３月に、基本的な施策の大綱

として、「第五次福岡県環境総合基本計画（福岡県環境総合ビジョン）」を

策定しました。環境総合ビジョンでは、第四次計画に引き続き SDGｓの考

え方を取り入れるとともに、「環境と経済の好循環を実現する持続可能な

社会へ」を将来像に掲げ、グリーン社会の実現を推し進めるため、「脱炭

素社会への移行」、ワンヘルスの理念に沿った「自然共生社会の推進」など７つの柱を設定し、各分野

での取り組みを進めているところです。 

特に「脱炭素社会への移行」に関しては、「２０５０年度までに福岡県の温室効果ガス排出の実質ゼ

ロ」を目指し、高い省エネ性能を有する「福岡未来づくり住宅」の普及促進、県有施設への太陽光発電

設備の設置や公用車への電動車等の導入、太陽光パネルのリユース促進などに取り組んでいます。 

また、「自然共生社会の推進」に関しては、生物多様性の保全や「ワンヘルス」の実現を目指し、「志

賀島ビジターセンター」のリニューアルによる自然保護意識の醸成、特定外来生物の防除体制の整

備、生物多様性保全に関する研究やワンヘルス教育を実施する国内初の屋外ワンヘルス体験学習・研

究ゾーンの整備などに取り組んでいます。 

今後も、これらの取り組みをはじめ、環境総合ビジョンの７つの柱に基づく施策に取り組むことによ

り、快適な環境の維持、保全を図ってまいります。 

本書は、環境に関する年次報告として公表するものであり、本県の環境の現状や施策の概要などを

取りまとめています。次世代に豊かな自然や美しいまち、限りある資源を引き継いでいくことは、私た

ちの重要な責務です。本書を多くの皆さまに活用していただき、環境保全活動の輪がさらに広がって

いくことを期待しています。 

   令和５年 12 月  

表紙の説明

【左上】柱１グリーン化 

北九州響灘風力発電所 

 令和２年５月に運転開始された、

約５ＭＷの陸上風力発電設備です。  

事業用として陸上に建設される風

力発電設備としては、国内最大級（設

置当時）となります。（関連：ｐ４９）

【右上】柱 2地域・人づくり 

地域環境協議会の活動 

令和５年５月に北筑後保健福祉環

境事務所が地域環境協議会の事業と

してうきは市で実施した、水辺教室

の様子です。（関連：ｐ５９） 

【左下】柱 4循環型社会 

ラブアース・クリーンアップ２０２３ 

 令和５年６月に福岡市の海の中道

青少年海の家北側海岸にて開催され

た、ラブアース・クリーンアップ２０

２３の様子です。（関連：ｐ２１、３

７） 

【右下】柱 5自然共生 

志賀島ビジターセンター 

 令和５年５月にリニューアルオー

プンした、福岡市東区の志賀島ビジ

ターセンターの内観です。 

（関連：ｐ２７） 
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第１章 福岡県の環境の現状と取組のあらまし 

私たち人類はその誕生以来、この地球上で環境がもたら

す豊かな恵みを享受してきました。これらの地球の恵みは、

未来の世代から借りている大切なものです。しかしながら、

現在の私たちの世代がこれらの恵みを消費し尽くすおそれ

に直面しています。 

特に近年では、地球温暖化による気候変動により、大雨や

気温上昇などの気象災害や熱中症の増加、農作物の品質低

下、動植物の生態系の変化など、地球環境に多大な影響が

発生しています。私たちの世代がこれまでのような社会経済

活動を続ければ、将来の世代は豊かな地球の恵みを享受で

きなくなるでしょう。 

私たちは、地球の豊かな恵みを将来の世代に引き継ぐた

め、地球環境への負荷を減らし、社会経済活動が持続可能

となるような社会を構築していかなければなりません。本県

は、県環境総合基本計画に基づく各種施策を通じ、“持続可

能な”福岡県を目指しています。 

１ 経済・社会のグリーン化 

社会・経済活動の発展に伴って増大する環境負荷を低減するためには、環境負荷の低減に寄与

する技術・産業の振興が重要となります。 

県内には、低燃費車や様々な機器の電力消費を抑えるパワー半導体等の省エネルギー・省資源

型の製品を生産する産業があり、北九州市、大牟田市の両エコタウンにはリサイクル関連産業の集

積が図られています。これらの地域特性を活かし、グリーンアジア国際戦略総合特区において省エ

ネルギー・省資源に大きく寄与する環境配慮型製品の開発・生産拠点の構築を進めています。 

さらに、本県の試験研究機関において、環境保全に関する調査研究に取り組むとともに、福岡県リ

サイクル総合研究事業化センターでは、産学官民の連携によるリサイクル技術と社会システムの開

発を進めています。 

○現在取り組んでいる主な施策 

 エコ事業所やエコファミリーにおける省エネルギー・省資源の取組の促進 

 県の率先した環境物品等の調達によるグリーン購入の推進 

 グリーンアジア国際戦略総合特区における環境配慮型製品の開発・生産拠点の構築 

 水素製造のイノベーションを推進するとともに、幅広い分野での水素利用の拡大を促進し、成

長分野である水素関連産業の集積を図る、「福岡県水素グリーン成長戦略」の推進 

 試験研究機関における環境負荷低減に資する調査・研究、福岡県リサイクル総合研究事業化

センターにおける産学官民による共同研究 

第五次福岡県環境総合基本計画

（詳細は第２部第２章） 



総

　説

- １ -

第１章 福岡県の環境の現状と取組のあらまし 

私たち人類はその誕生以来、この地球上で環境がもたら

す豊かな恵みを享受してきました。これらの地球の恵みは、

未来の世代から借りている大切なものです。しかしながら、

現在の私たちの世代がこれらの恵みを消費し尽くすおそれ

に直面しています。 

特に近年では、地球温暖化による気候変動により、大雨や

気温上昇などの気象災害や熱中症の増加、農作物の品質低

下、動植物の生態系の変化など、地球環境に多大な影響が

発生しています。私たちの世代がこれまでのような社会経済

活動を続ければ、将来の世代は豊かな地球の恵みを享受で

きなくなるでしょう。 

私たちは、地球の豊かな恵みを将来の世代に引き継ぐた

め、地球環境への負荷を減らし、社会経済活動が持続可能

となるような社会を構築していかなければなりません。本県

は、県環境総合基本計画に基づく各種施策を通じ、“持続可

能な”福岡県を目指しています。 

１ 経済・社会のグリーン化 

社会・経済活動の発展に伴って増大する環境負荷を低減するためには、環境負荷の低減に寄与

する技術・産業の振興が重要となります。 

県内には、低燃費車や様々な機器の電力消費を抑えるパワー半導体等の省エネルギー・省資源

型の製品を生産する産業があり、北九州市、大牟田市の両エコタウンにはリサイクル関連産業の集

積が図られています。これらの地域特性を活かし、グリーンアジア国際戦略総合特区において省エ

ネルギー・省資源に大きく寄与する環境配慮型製品の開発・生産拠点の構築を進めています。 

さらに、本県の試験研究機関において、環境保全に関する調査研究に取り組むとともに、福岡県リ

サイクル総合研究事業化センターでは、産学官民の連携によるリサイクル技術と社会システムの開

発を進めています。 

○現在取り組んでいる主な施策 

 エコ事業所やエコファミリーにおける省エネルギー・省資源の取組の促進 

 県の率先した環境物品等の調達によるグリーン購入の推進 

 グリーンアジア国際戦略総合特区における環境配慮型製品の開発・生産拠点の構築 

 水素製造のイノベーションを推進するとともに、幅広い分野での水素利用の拡大を促進し、成

長分野である水素関連産業の集積を図る、「福岡県水素グリーン成長戦略」の推進 

 試験研究機関における環境負荷低減に資する調査・研究、福岡県リサイクル総合研究事業化

センターにおける産学官民による共同研究 

第五次福岡県環境総合基本計画

（詳細は第２部第２章） 



総

　説

- ２ - - ３ -

国内の環境産業の市場規模の推移 

資料：202１年版環境産業の市場規模推移（環境省） 

※ 端数処理により合計が合わない場合がある。

２ 持続可能な社会を実現するための地域づくり・人づくり 

地球温暖化やプラスチックごみの問題など、今日の環境問題は、我々の日常生活に伴って発生す

るものであり、それらの問題を解決するためには、一人ひとりが環境の現状や課題について正しく

理解し、自らの日常行動を変えていく必要があります。環境教育は、環境に対する関心を喚起すると

ともに、共通の理解を深め、問題解決能力を育成することを通じ、各主体の自主的な環境問題への

取組を促進するものとして重要です。 

本県では、「ふくおか環境ひろば」や「ふくおかエコライフ応援サイト」、「ふくおか環境広報隊」など

ウェブサイトやSNS等での情報発信を通じ、各主体の自主的な環境保全の取組やネットワーク化を

促進していきます。 

また、地域における取組を通じて本県の望ましい環境を創出し、地球環境の保全に貢献するため、

平成 8（1996）年に「福岡県環境県民会議」を設置し、県民・事業者・行政が一体となって、福岡県環

境総合基本計画（福岡県環境総合ビジョン）の推進を図っています。 

さらに、県内の各保健福祉環境事務所に「地域環境協議会」を設置し、地域の実情に応じた地球

温暖化対策・３Ｒ・自然共生の推進等の事業を実施しています。地域の住民や子どもたち、事業者の

環境を考え行動する意識を育むとともに、地域住民・事業者等が事業に参画することにより、地域の

環境活動の担い手となることを目指しています。 

加えて、子どもたちが環境保全活動や環境学習を行う「こどもエコクラブ」の活動を支援するため、

環境学習会を開催しています。 

○現在取り組んでいる主な施策 

 ウェブサイトやＳＮＳを利用した環境情報の発信 

「ふくおか環境ひろば」（https://www.pref.fukuoka.lg.jp/contents/hiroba1.html） 
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自然環境保全

廃棄物処理・資源有効利用

地球温暖化対策

環境汚染防止

（詳細は第２部第３章） 

「ふくおかエコライフ応援サイト」（https://www.ecofukuoka.jp/） 

「ふくおか環境広報隊」（https://twitter.com/fukuokakankyou） 

 環境県民会議や地域環境協議会による県民・事業者・行政が一体となった環境保全への取組 

 小学生向け環境教育副読本の作成・配布、小中学生向け地球温暖化対策ワークブックの提供 

 こどもエコクラブ活動の支援 

３ 脱炭素社会への移行 

地球温暖化は、気温や海水温の上昇、異常気象、生態系の変化など様々な分野に影響をもたらし

ています。特に近年、国内外で深刻な気象災害が多発するなど、地球温暖化による気候変動により、

今後このような災害リスクが更に高まると予測されています。 

このような状況に対処するため、平成 27（2015）年にパリで開催された国連気候変動枠組条約

第 21 回締約国会議（ＣＯＰ21）において、平均気温上昇を産業革命以前に比べ 2℃未満に抑え、

1.5℃以下に抑える努力をすることを世界共通目標とした「パリ協定」が採択され、平成３０（２０１８）

年に気候変動に関する政府間パネル（IPCC）は、「1.5℃特別報告書」をとりまとめ、地球温暖化を

1.5℃に抑制するためには、二酸化炭素排出量が令和１２（２０３０）年までに４５％削減され、３２

（2050）年頃には正味ゼロに達する必要があること等を示しました。 

我が国では、令和２（2020）年に「２０５０年までに温室効果ガスの排出を全体としてゼロにする、

脱炭素社会の実現を目指す」ことを宣言し、3（2021）年４月の気候サミットで「日本の 2030 年度

の温室効果ガス排出を2013年度から46％削減することを目指す。さらに50％の高みに向け、挑

戦を続ける」ことを表明しました。 

本県では、令和 4（2022）年 3 月に「福岡県地球温暖化対策実行計画」を改定し、32（2050）年

度までに本県の温室効果ガス排出の実質ゼロを目指し、12（2030）年度の温室効果ガス排出量を

平成25（2013）年度比で46％削減することを目標に掲げ、県民、事業者、市町村などと連携・協力

し、温室効果ガスの排出削減や吸収源に関する対策（緩和策）と気候変動の影響を防止・軽減する

対策（適応策）を総合的・計画的に推進しています。 

令和２（20２０）年度の本県の温室効果ガス排出量は 4,３９５万トンであり、平成 25（2013）年度

比で 2９.０％減少（前年度比５.４％減少）しています。 

福岡県の温室効果ガス排出量の推移 

（詳細は第２部第４章） 
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の温室効果ガス排出を2013年度から46％削減することを目指す。さらに50％の高みに向け、挑

戦を続ける」ことを表明しました。 
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（詳細は第２部第４章） 
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○現在取り組んでいる主な施策 

 導入支援システムの公開やアドバイザーの派遣等による再生可能エネルギーの導入促進 

 福岡県地球温暖化防止活動推進センターや福岡県地球温暖化防止活動推進員による地域に

おける省エネルギー・省資源の普及啓発 

 エコファミリーやエコ事業所における省エネルギー・省資源の取組の促進 

 福岡未来づくり住宅の普及促進や県内事業者への補助金セミナー・ZEB 見学会の実施による

住宅、建築物の省エネルギー対策の促進 

 県有施設への太陽光発電設備導入や県公用車への電動車導入による県の率先取組 

 福岡県気候変動適応センターにおける気候変動影響や適応情報の収集・分析・発信 

４ 循環型社会の推進 

高度経済成長を支えた大量生産・大量消費・大量廃棄型の社会は、私たちに大きな豊かさや便利

さを与えると同時に、地球上の有限な資源を大量に消費し、天然資源を巡る争い、廃棄物の不適正

処理や環境汚染など、社会経済活動の持続的な発展を阻害する事態をもたらしました。 

これらの流れに歯止めをかけるには、資源大量消費型の社会構造から、資源循環利用を基調とし

た社会システムへと転換を図ることが必要です。特に、プラスチックは、その有用性から幅広い製品

に利用されている一方で、不適正な処理のために少なくとも世界で年間約８００万トンが陸上から海

洋に流出していると推計され、地球規模での環境汚染が懸念されています。 

我が国では、令和4（2022）年4月に「プラスチックに係る資源循環の促進等に関する法律」が施

行され、プラスチックのライフサイクルに関わるあらゆる主体における資源循環の取組を促進するた

めの措置が定められました。本県では、令和２（２０２０）年７月に「ふくおかプラスチック資源循環憲

章」を策定し、事業者、県民及び行政が一体となってプラスチックごみの削減をすすめています。 

また、本来食べられるにもかかわらず捨てられてしまう食品（食品ロス）が、食品の製造・流通、外

食・販売、消費の各段階において日常的に発生しています。本県では、平成 28（2016）年度からい

ち早く食品ロス削減推進事業を県の重点施策に掲げ、県民運動としてその削減に取り組んでいます。 

令和4（2022）年3月には「福岡県食品ロス削減推進計画」を

策定し、計画期間（令和4(2022)年度から8（2026）年度まで）

で食品ロス年間発生量を1万トン（5％）削減することを目標に掲げ、

各段階ごとの施策を実施しています。

廃棄物の処理については、「福岡県廃棄物処理計画」により３Ｒ

（廃棄物の発生抑制（Reduce）、再使用（Reuse）、再生利用

（Recycle））の推進や、廃棄物処理の適正化に取り組んでいます。 

令和４（202２）年度（速報値）の県内の一般廃棄物（ごみ）の総排

出量は 1６９万４千トンであり、前年度から減少しています。3（２０２

1）年度の県内の産業廃棄物の排出量は 1,４９９万１千トン、発生量は

１,７０８万トンであり、資源化・減量化量は 1,６５２万７千トンです。 

一般廃棄物の適正処理推進のため、各市町村は一般廃棄物処理

計画を策定し、計画に従って処理を行っています。本県では、市町村

等の処理施設の維持管理が適正に行われるよう適宜立入検査を行うほか、施設の維持管理に関す

（詳細は第２部第５章） 

福岡県食品ロス削減推進計画表紙 

る定期的な報告により実態把握を行い、必要に応じて改善指導を行っています。また、福岡県災害

廃棄物処理計画に基づき、災害廃棄物の処理について県内廃棄物関係事業者団体や九州・山口各

県と相互支援協定を締結し、広域的な災害廃棄物処理に係る連携体制を構築しています。さらに、

市町村職員等関係者に対する研修等により実践的な対応能力の向上を図っています。 

産業廃棄物については、事業者処理責任の原則を踏まえ、排出事業者等への講習会や立入検査

等を行っています。また、不適正処理の早期発見・早期対応のため、安定型最終処分場に対する掘

削調査の実施、赤外線カメラ搭載ドローンやウェアラブルカメラの活用、平日夜間及び休日昼間の

監視パトロール、県警察の協力によるヘリコプターを使用した空からのパトロールなど、監視指導を

強化しています。 

福岡県一般廃棄物（ごみ）の総排出量並びに資源化量、減量化量及び最終処分量 

福岡県産業廃棄物の発生量並びに資源化量、減量化量及び最終処分量 

○現在取り組んでいる主な施策 

 ３R 啓発等による廃棄物減量化の促進 

 福岡県リサイクル総合研究事業化センターにおける産学官民による共同研究 

 リサイクル製品認定制度によるリサイクル製品の普及促進 

 フードバンク活動や食べもの余らせん隊の促進等による食品ロス削減の推進 

 ふくおかプラごみ削減キャンペーン等によるプラスチック資源循環の促進 

 使用済み太陽光発電パネルのリユース・リサイクルの推進 
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我が国では、令和4（2022）年4月に「プラスチックに係る資源循環の促進等に関する法律」が施
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また、本来食べられるにもかかわらず捨てられてしまう食品（食品ロス）が、食品の製造・流通、外
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ち早く食品ロス削減推進事業を県の重点施策に掲げ、県民運動としてその削減に取り組んでいます。 

令和4（2022）年3月には「福岡県食品ロス削減推進計画」を
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 一般廃棄物処理施設の整備・維持管理等に関する市町村等への情報提供や助言 

 災害廃棄物処理に携わる市町村職員等に対する研修の実施 

 福岡県不法投棄マッピングシステムを活用した不法投棄事案の情報共有 

 赤外線カメラ搭載ドローンやウェアラブルカメラ、遠隔操作対応監視カメラによる産業廃棄物

処理施設等への監視指導の強化 

 安定型最終処分場に対する掘削調査 

５ 自然共生社会の推進 

地球の長い歴史の中で、生物は様々な進化を遂げて現在の生態系を形成しています。多種多様

な生物からなる生態系は、人類の生存にとって重要な生物多様性の恵みをもたらします。また、「人

と動物の健康と環境の健全性は一つ」というワンヘルスの理念の推進において生物多様性の保全は

重要な取組です。しかし、環境汚染、地球温暖化などの影響により、生物多様性が失われつつありま

す。 

県内でも、開発や里地里山の荒廃による生物多様性の衰退などのほか、外来生物による在来生

態系のかく乱や生息環境の変化に起因したイノシシ、シカ、サルなどの野生鳥獣による農作物被害

などが生じています。 

本県では、令和 4（2022）年 3 月に「福岡県生物多様性戦略2022-2026」を策定し、2050年

に「生きものを支え、生きものに支えられる幸せを共感できる社会」の実現を目指し、生物多様性の

保全と持続可能な利用に関する施策を総合的かつ計画的に推進す

ることとしており、鳥獣保護や有害鳥獣対策、森林整備などに取り組

んでいます。 

また、希少野生動植物の保護を図ることにより生物多様性を確保す

るため、令和3（2021）年5 月に「福岡県希少野生動植物種の保護に

関する条例」を施行しました。条例に基づき特に保護が必要な 20 種

を指定希少野生動植物種に指定しています。 

これらの取組により、豊かな自然の恵みを持続的に享受できる自然

共生社会の実現や、人と野生動植物とが共存する豊かな自然環境の

次代への継承を目指します。 

森林（照葉樹林）        水辺（クリーク）         草原（二次草原）

○現在取り組んでいる主な施策 

 シカの食害による生態系への被害が著しい英彦山及び犬ヶ岳におけるシカの捕獲及び絶滅危

惧植物の保護対策 

（詳細は第２部第６章） 

鳥獣被害対策 
（シカによる苗木食害防止）

 アライグマ防除実施計画の策定及び防除の担い手育成講習会の開催 

 外来種問題啓発のための講師派遣 

 希少野生動植物に係る基礎調査の実施及びレッドデータブックの改訂 

 野生動物の重症熱性血小板減少症候群（SFTS）ウイルス感染状況の調査 

 生物多様性保全に関する調査研究・啓発を行うための保健環境研究所附属「屋外ワンヘルス

体験学習・研究ゾーン」の整備 

 公共事業における生物多様性への配慮の推進 

 総合的な鳥獣被害対策、荒廃森林の整備 

６ 健康で快適に暮らせる生活環境の形成 

本県では、安全・安心な環境の確保に向けて、大気汚染、水質汚濁、土壌汚染などに対する各種

施策を推進するとともに、市町村と協力して騒音・振動・悪臭などの公害対策にも取り組んできまし

た。このほか、環境大気中の放射性物質に関する常時測定及び緊急時を想定したモニタリング体制

を確保しています。 

今後も大気環境、水環境について、監視体制を構築することにより、環境保全への各種対策の実

施と情報の提供及び大気汚染物質の越境問題対策を行い、健康で快適に暮らせる生活環境の確保

を図ります。 

ア 大気環境の保全 

大気環境の常時監視は、大気汚染防止対策上、最も基本となるものであり、県内55局の常時監

視測定局で測定されたデータはテレメータシステム（遠隔監視装置）により、県保健環境研究所及び

県庁に集約され、県ホームページで公開されるとともに、大気保全行政に活用されています。 

代表的な大気汚染物質には、二酸化硫黄（ＳＯ2）、二酸化窒素（ＮＯ2）、一酸化炭素（ＣＯ）、浮遊粒

子状物質（ＳＰＭ）、光化学オキシダント（Ｏx）、微小粒子状物質（ＰＭ2.5）などがあり、これらの物質に

は環境基準が定められています。 

令和４（202２）年度の測定結果によると、ＳＯ2、ＮＯ2、ＣＯ及びＳＰＭは全測定局で環境基準を達

成しています。ＯＸは、全国的に環境基準達成率が非常に低く、本県においても全測定局で環境基準

を達成できていません。なお、ＰＭ2.5は平成26（2014）年度まで環境基準を達成できていませんで

したが、徐々に改善し、令和３（2021）年度以降は全測定局で環境基準を達成しています。 

大気環境基準達成状況の推移 

（詳細は第２部第７章） 
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 一般廃棄物処理施設の整備・維持管理等に関する市町村等への情報提供や助言 

 災害廃棄物処理に携わる市町村職員等に対する研修の実施 

 福岡県不法投棄マッピングシステムを活用した不法投棄事案の情報共有 

 赤外線カメラ搭載ドローンやウェアラブルカメラ、遠隔操作対応監視カメラによる産業廃棄物

処理施設等への監視指導の強化 

 安定型最終処分場に対する掘削調査 

５ 自然共生社会の推進 

地球の長い歴史の中で、生物は様々な進化を遂げて現在の生態系を形成しています。多種多様

な生物からなる生態系は、人類の生存にとって重要な生物多様性の恵みをもたらします。また、「人

と動物の健康と環境の健全性は一つ」というワンヘルスの理念の推進において生物多様性の保全は

重要な取組です。しかし、環境汚染、地球温暖化などの影響により、生物多様性が失われつつありま

す。 

県内でも、開発や里地里山の荒廃による生物多様性の衰退などのほか、外来生物による在来生

態系のかく乱や生息環境の変化に起因したイノシシ、シカ、サルなどの野生鳥獣による農作物被害

などが生じています。 

本県では、令和 4（2022）年 3 月に「福岡県生物多様性戦略2022-2026」を策定し、2050年

に「生きものを支え、生きものに支えられる幸せを共感できる社会」の実現を目指し、生物多様性の

保全と持続可能な利用に関する施策を総合的かつ計画的に推進す

ることとしており、鳥獣保護や有害鳥獣対策、森林整備などに取り組

んでいます。 

また、希少野生動植物の保護を図ることにより生物多様性を確保す

るため、令和3（2021）年5 月に「福岡県希少野生動植物種の保護に

関する条例」を施行しました。条例に基づき特に保護が必要な 20 種

を指定希少野生動植物種に指定しています。 

これらの取組により、豊かな自然の恵みを持続的に享受できる自然

共生社会の実現や、人と野生動植物とが共存する豊かな自然環境の

次代への継承を目指します。 

森林（照葉樹林）        水辺（クリーク）         草原（二次草原）

○現在取り組んでいる主な施策 

 シカの食害による生態系への被害が著しい英彦山及び犬ヶ岳におけるシカの捕獲及び絶滅危

惧植物の保護対策 

（詳細は第２部第６章） 

鳥獣被害対策 
（シカによる苗木食害防止）

 アライグマ防除実施計画の策定及び防除の担い手育成講習会の開催 

 外来種問題啓発のための講師派遣 

 希少野生動植物に係る基礎調査の実施及びレッドデータブックの改訂 

 野生動物の重症熱性血小板減少症候群（SFTS）ウイルス感染状況の調査 

 生物多様性保全に関する調査研究・啓発を行うための保健環境研究所附属「屋外ワンヘルス

体験学習・研究ゾーン」の整備 

 公共事業における生物多様性への配慮の推進 

 総合的な鳥獣被害対策、荒廃森林の整備 

６ 健康で快適に暮らせる生活環境の形成 

本県では、安全・安心な環境の確保に向けて、大気汚染、水質汚濁、土壌汚染などに対する各種

施策を推進するとともに、市町村と協力して騒音・振動・悪臭などの公害対策にも取り組んできまし

た。このほか、環境大気中の放射性物質に関する常時測定及び緊急時を想定したモニタリング体制

を確保しています。 

今後も大気環境、水環境について、監視体制を構築することにより、環境保全への各種対策の実

施と情報の提供及び大気汚染物質の越境問題対策を行い、健康で快適に暮らせる生活環境の確保

を図ります。 

ア 大気環境の保全 

大気環境の常時監視は、大気汚染防止対策上、最も基本となるものであり、県内55局の常時監

視測定局で測定されたデータはテレメータシステム（遠隔監視装置）により、県保健環境研究所及び

県庁に集約され、県ホームページで公開されるとともに、大気保全行政に活用されています。 

代表的な大気汚染物質には、二酸化硫黄（ＳＯ2）、二酸化窒素（ＮＯ2）、一酸化炭素（ＣＯ）、浮遊粒

子状物質（ＳＰＭ）、光化学オキシダント（Ｏx）、微小粒子状物質（ＰＭ2.5）などがあり、これらの物質に

は環境基準が定められています。 

令和４（202２）年度の測定結果によると、ＳＯ2、ＮＯ2、ＣＯ及びＳＰＭは全測定局で環境基準を達

成しています。ＯＸは、全国的に環境基準達成率が非常に低く、本県においても全測定局で環境基準

を達成できていません。なお、ＰＭ2.5は平成26（2014）年度まで環境基準を達成できていませんで

したが、徐々に改善し、令和３（2021）年度以降は全測定局で環境基準を達成しています。 

大気環境基準達成状況の推移 

（詳細は第２部第７章） 
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また、保健環境研究所が開発した大気汚染予測システムを用いて、県内（４地域別）における光化

学オキシダントやPM2.5の独自予測を毎日実施しており、高濃度の光化学オキシダントやPM2.5の発

生が予測される場合には、県公式ＬＩＮＥアカウントにより県民に対し高濃度予測情報を配信していま

す。（令和４年２月１５日から開始） 

発生源対策として、大気汚染防止法等に基づき、令和４（202２）年度には延べ３４２件の工場・事

業場の監視指導を行うとともに自動車排出ガス対策を進めています。 

建築物等の解体、改造又は補修に伴う石綿飛散防止対策として、測定機器（アスベストアナライザ

ー）を２台配備するとともに、４(202２)年度には延べ７６７件の特定粉じん排出等作業現場に立入

検査を行い、作業基準の遵守の徹底等を指導しました。また、石綿含有建材の調査に従事する事業

者等の能力向上を目的に、3(2021)年度からＶＲ技術を活用し講習会を開催しています。さらに、

災害に備え、九州・山口９県とアスベスト調査専門家団体（２団体）との間で、被災建築物等の石綿調

査に関する支援協定を４年６月１３日に締結しました。 

○現在取り組んでいる主な施策 

 大気環境状況の把握 

 ＰＭ2.5やＯＸの注意喚起等の実施 

 ＰＭ2.5やＯＸの高濃度予測情報の配信 

 工場・事業場に対する監視指導の実施（ばいじん、ＶＯＣ、ダイオキシン、水銀等） 

 解体等工事現場に対する監視指導の実施（石綿飛散防止対策）、ＶＲ技術を活用した石綿含有

建材の調査に係る講習会の実施 

 低公害車等の普及促進 

イ 水環境の保全 

本県の河川、海域及び湖沼の水質については、水質測定計画に基づき、県、国、政令市等が環境

基準の達成状況を監視しています。 

本県では、水質汚濁防止法等に基づき、工場・事業場の排水を規制し、水質汚濁の防止に努めて

います。また、環境基準の達成維持を図るため、全国一律の排水基準に比べ、より厳しい上乗せ排

水基準を設定しています。水質汚濁の代表的指標であるＢＯＤ（河川）又はＣＯＤ（海域、湖沼）の環

境基準達成率を公共用水域全体で見ると、昭和53（1978）年度の 44.4％に対し、平成元（1989）

年度は 66.1％、令和4（2022）年度は68.9％となっており、工場排水の規制や下水道、浄化槽の

整備促進等の取組により徐々に改善し、近年、全体の環境基準達成率は概ね７０％から９０％の間

で推移しています。 

福岡県内の水質(河川、海域及び湖沼）環境基準達成状況の推移（BOD、COD) 

水環境の保全には、流域ごとの特性に応じた対策が必要であり、各水系の河川整備基本方針や

河川整備計画等において健全な水循環に向けた取組を行っています。 

○現在取り組んでいる主な施策 

 公共用水域や地下水の水質汚濁状況の監視 

 立入検査による特定施設の実態把握及び排出基準順守状況の確認 

 有害物質使用・貯蔵事業場情報の集約と共有 

７ 国際環境協力の推進 

急激な経済発展を遂げているアジア諸地域においては、人口の増大に伴う廃棄物排出量の増大

や河川等水質の悪化、大気汚染などの環境問題が顕在化しています。 

本県では、同地域の環境問題の解決に貢献するため、本県に蓄積された環境技術やノウハウを活

用し、同地域への環境協力を推進しています。 

本県は、環境分野における人材育成、技術交流、産業交流などを骨子とする環境協力協定を締結

し、具体的な環境協力事業を推進しています。また、アジア太平洋地域において、安全な水の確保、

廃棄物の適正な処理など居住環境の改善を推進している国連ハビタット福岡本部の活動を支援し

ています。 

（詳細は第２部第８章） 



総

　説

- ８ - - ９ -

また、保健環境研究所が開発した大気汚染予測システムを用いて、県内（４地域別）における光化

学オキシダントやPM2.5の独自予測を毎日実施しており、高濃度の光化学オキシダントやPM2.5の発

生が予測される場合には、県公式ＬＩＮＥアカウントにより県民に対し高濃度予測情報を配信していま

す。（令和４年２月１５日から開始） 

発生源対策として、大気汚染防止法等に基づき、令和４（202２）年度には延べ３４２件の工場・事

業場の監視指導を行うとともに自動車排出ガス対策を進めています。 

建築物等の解体、改造又は補修に伴う石綿飛散防止対策として、測定機器（アスベストアナライザ

ー）を２台配備するとともに、４(202２)年度には延べ７６７件の特定粉じん排出等作業現場に立入

検査を行い、作業基準の遵守の徹底等を指導しました。また、石綿含有建材の調査に従事する事業

者等の能力向上を目的に、3(2021)年度からＶＲ技術を活用し講習会を開催しています。さらに、

災害に備え、九州・山口９県とアスベスト調査専門家団体（２団体）との間で、被災建築物等の石綿調

査に関する支援協定を４年６月１３日に締結しました。 

○現在取り組んでいる主な施策 

 大気環境状況の把握 

 ＰＭ2.5やＯＸの注意喚起等の実施 

 ＰＭ2.5やＯＸの高濃度予測情報の配信 

 工場・事業場に対する監視指導の実施（ばいじん、ＶＯＣ、ダイオキシン、水銀等） 

 解体等工事現場に対する監視指導の実施（石綿飛散防止対策）、ＶＲ技術を活用した石綿含有

建材の調査に係る講習会の実施 

 低公害車等の普及促進 

イ 水環境の保全 

本県の河川、海域及び湖沼の水質については、水質測定計画に基づき、県、国、政令市等が環境

基準の達成状況を監視しています。 

本県では、水質汚濁防止法等に基づき、工場・事業場の排水を規制し、水質汚濁の防止に努めて

います。また、環境基準の達成維持を図るため、全国一律の排水基準に比べ、より厳しい上乗せ排

水基準を設定しています。水質汚濁の代表的指標であるＢＯＤ（河川）又はＣＯＤ（海域、湖沼）の環

境基準達成率を公共用水域全体で見ると、昭和53（1978）年度の 44.4％に対し、平成元（1989）

年度は 66.1％、令和4（2022）年度は68.9％となっており、工場排水の規制や下水道、浄化槽の

整備促進等の取組により徐々に改善し、近年、全体の環境基準達成率は概ね７０％から９０％の間

で推移しています。 

福岡県内の水質(河川、海域及び湖沼）環境基準達成状況の推移（BOD、COD) 

水環境の保全には、流域ごとの特性に応じた対策が必要であり、各水系の河川整備基本方針や

河川整備計画等において健全な水循環に向けた取組を行っています。 

○現在取り組んでいる主な施策 

 公共用水域や地下水の水質汚濁状況の監視 

 立入検査による特定施設の実態把握及び排出基準順守状況の確認 

 有害物質使用・貯蔵事業場情報の集約と共有 

７ 国際環境協力の推進 

急激な経済発展を遂げているアジア諸地域においては、人口の増大に伴う廃棄物排出量の増大

や河川等水質の悪化、大気汚染などの環境問題が顕在化しています。 

本県では、同地域の環境問題の解決に貢献するため、本県に蓄積された環境技術やノウハウを活

用し、同地域への環境協力を推進しています。 

本県は、環境分野における人材育成、技術交流、産業交流などを骨子とする環境協力協定を締結

し、具体的な環境協力事業を推進しています。また、アジア太平洋地域において、安全な水の確保、

廃棄物の適正な処理など居住環境の改善を推進している国連ハビタット福岡本部の活動を支援し

ています。 

（詳細は第２部第８章） 
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第２章 県内の主な取組

第１節 ＳＤＧｓ(持続可能な開発目標)

平成２７（2015）年９月に開催された国連サミットにおいて、ＳＤＧｓ（Sustainable Development 

Goals：持続可能な開発目標）が採択されました。 

ＳＤＧｓは、先進国を含む国際社会全体の開発目標として、「誰一人取り残さない」社会の実現を目指し、経

済・社会・環境を巡る広範な課題に取り組むため、「気候変動への具体的な対策」など１７のゴールと 169 のタ

ーゲットが示されています。 

ＳＤＧｓの多くのゴールが環境施策と関連があります。「県内の主な取組」においては各取組に関連のあるＳ

ＤＧｓの主なゴール・ターゲットを明示しています。 

ＳＤＧｓ １７のゴール

あらゆる場所で、あらゆる形態の貧困に終止符を打

つ
国内および国家間の不平等を是正する 

飢餓に終止符を打ち、食料の安定確保と栄養状態

の改善を達成するとともに、持続可能な農業を推進

する

都市と人間の居住地を包摂的１）、安全、レジリエント
５）かつ持続可能にする 

あらゆる年齢のすべての人々の健康的な生活を確

保し、福祉を推進する
持続可能な消費と生産のパターンを確保する 

すべての人々に包摂的１）かつ公平で質の高い教育

を提供し、生涯学習の機会を促進する

気候変動とその影響に立ち向かうため、緊急対策を

取る 

ジェンダーの平等２）を達成し、すべての女性と女児

のエンパワーメント３）を図る

海洋と海洋資源を持続可能な開発に向けて保全し、

持続可能な形で利用する 

すべての人々に水と衛生へのアクセスと持続可能な

管理を確保する

陸上生態系の保護、回復および持続可能な利用の

推進、森林の持続可能な管理、砂漠化への対処、土

地劣化の阻止および逆転ならびに生物多様性損失

の阻止を図る 

すべての人々に手ごろで信頼でき、持続可能かつ近

代的なエネルギーへのアクセスを確保する

持続可能な開発に向けて平和で包摂的１）な社会を

推進し、すべての人々に司法へのアクセスを提供す

るとともに、あらゆるレベルにおいて効果的で責任

ある包摂的１）な制度を構築する 

すべての人々のための持続的、包摂的１）かつ持続

可能な経済成長、生産的な完全雇用およびディー

セント・ワーク４）を推進する

持続可能な開発に向けて実施手段を強化し、グロー

バル・パートナーシップ 6）を活性化する 

レジリエント 5）なインフラを整備し、包摂的１）で持続

可能な産業化を推進するとともに、イノベーション

の拡大を図る

【ＳＤＧｓ関連用語の説明】 

1) 包摂的 … 誰一人取り残されることなく、世界の構成員の一人一人が社会のシステムに参画できること。 

2) ジェンダー平等 … 男性と女性の役割の違いによって生まれる社会的・文化的性差をジェンダーと呼び、この性差に起因する差別を撤廃すること

をジェンダー平等という。 

3) エンパワーメント … 関係者に権限の付与や各種支援を行い、目標の達成のための自律的な行動を促すこと。 

4) ディーセント・ワーク … 働きがいのある人間らしい仕事のこと。 

5) レジリエント（レジリエンス） … 強靭さ、抵抗力、耐久力、回復力、復元力などと訳され、災害などの外的なストレスに対してしなやかに対応し得る

能力を指す。 

6) パートナーシップ … 協力関係、協働体制、連携の仕組み。 

○現在取り組んでいる主な施策 

 アジア諸地域の環境分野の行政官を対象とした国際環境人材育成研修の実施 

 ベトナム・ハノイ市における県内企業と連携した環境技術の導入支援 

 ベトナムにおける福岡方式廃棄物処分場の整備及び普及展開への支援

 タイにおける福岡方式廃棄物処分場の維持管理及び普及展開への支援

 タイ・バンコク都における住民への環境意識啓発支援

 中国・江蘇省の南京環境展示会における県内環境関連企業への出展支援

 インド・デリー準州の大気環境改善に向けた協力

 環境技術を有する県内企業の海外展開支援 

 国連ハビタット福岡本部への支援

ベトナム・ハノイ市 

・平成20年2月、友好協定締結 

・平成22年10月、環境協力協定締結 

・平成25年8月、福岡方式廃棄物処分場 

整備に係る覚書締結 

・平成27年6月、スァンソン処分場竣工 

ベトナム・中央政府 

・平成30年10月、福岡方式廃棄物 

処分場整備に係る覚書締結

タイ・中央政府

（天然資源環境省公害対策局）

・平成24年度～、福岡方式廃棄物処分場 

整備に係る支援

・平成27年9月、シーキウ市処分場竣工

・平成28年8月、環境協力協定締結 

タイ・バンコク都

・平成18年2月、友好協定締結

・平成24年2月、環境協力協定締結

・平成2４年度～、環境教育に関する協力

インド・デリー準州

・平成19年3月、友好協定締結 

・平成30年1月、友好協定更新 

（大気汚染への協力を追加） 

・令和元年度～、大気環境改善に向けた協力 

大気環境セミナー 環境教育福岡方式廃棄物処分場 環境展示会

中国・江蘇省 

・平成4年11月、友好協定締結 

・平成23年3月、環境協力協定締結 

・平成23年度～、環境展示会の出展支援 

国際環境協力の相手先 
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第２章 県内の主な取組
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ーゲットが示されています。 

ＳＤＧｓの多くのゴールが環境施策と関連があります。「県内の主な取組」においては各取組に関連のあるＳ

ＤＧｓの主なゴール・ターゲットを明示しています。 
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つ
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の改善を達成するとともに、持続可能な農業を推進

する

都市と人間の居住地を包摂的１）、安全、レジリエント
５）かつ持続可能にする 
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保し、福祉を推進する
持続可能な消費と生産のパターンを確保する 

すべての人々に包摂的１）かつ公平で質の高い教育

を提供し、生涯学習の機会を促進する

気候変動とその影響に立ち向かうため、緊急対策を

取る 

ジェンダーの平等２）を達成し、すべての女性と女児

のエンパワーメント３）を図る

海洋と海洋資源を持続可能な開発に向けて保全し、

持続可能な形で利用する 

すべての人々に水と衛生へのアクセスと持続可能な

管理を確保する

陸上生態系の保護、回復および持続可能な利用の

推進、森林の持続可能な管理、砂漠化への対処、土

地劣化の阻止および逆転ならびに生物多様性損失
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すべての人々に手ごろで信頼でき、持続可能かつ近
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持続可能な開発に向けて平和で包摂的１）な社会を
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るとともに、あらゆるレベルにおいて効果的で責任

ある包摂的１）な制度を構築する 

すべての人々のための持続的、包摂的１）かつ持続

可能な経済成長、生産的な完全雇用およびディー

セント・ワーク４）を推進する

持続可能な開発に向けて実施手段を強化し、グロー

バル・パートナーシップ 6）を活性化する 

レジリエント 5）なインフラを整備し、包摂的１）で持続

可能な産業化を推進するとともに、イノベーション

の拡大を図る

【ＳＤＧｓ関連用語の説明】 

1) 包摂的 … 誰一人取り残されることなく、世界の構成員の一人一人が社会のシステムに参画できること。 

2) ジェンダー平等 … 男性と女性の役割の違いによって生まれる社会的・文化的性差をジェンダーと呼び、この性差に起因する差別を撤廃すること

をジェンダー平等という。 

3) エンパワーメント … 関係者に権限の付与や各種支援を行い、目標の達成のための自律的な行動を促すこと。 

4) ディーセント・ワーク … 働きがいのある人間らしい仕事のこと。 

5) レジリエント（レジリエンス） … 強靭さ、抵抗力、耐久力、回復力、復元力などと訳され、災害などの外的なストレスに対してしなやかに対応し得る

能力を指す。 

6) パートナーシップ … 協力関係、協働体制、連携の仕組み。 

○現在取り組んでいる主な施策 

 アジア諸地域の環境分野の行政官を対象とした国際環境人材育成研修の実施 

 ベトナム・ハノイ市における県内企業と連携した環境技術の導入支援 

 ベトナムにおける福岡方式廃棄物処分場の整備及び普及展開への支援

 タイにおける福岡方式廃棄物処分場の維持管理及び普及展開への支援

 タイ・バンコク都における住民への環境意識啓発支援

 中国・江蘇省の南京環境展示会における県内環境関連企業への出展支援

 インド・デリー準州の大気環境改善に向けた協力

 環境技術を有する県内企業の海外展開支援 

 国連ハビタット福岡本部への支援

ベトナム・ハノイ市 

・平成20年2月、友好協定締結 

・平成22年10月、環境協力協定締結 

・平成25年8月、福岡方式廃棄物処分場 

整備に係る覚書締結 

・平成27年6月、スァンソン処分場竣工 

ベトナム・中央政府 

・平成30年10月、福岡方式廃棄物 

処分場整備に係る覚書締結

タイ・中央政府

（天然資源環境省公害対策局）

・平成24年度～、福岡方式廃棄物処分場 

整備に係る支援

・平成27年9月、シーキウ市処分場竣工

・平成28年8月、環境協力協定締結 

タイ・バンコク都

・平成18年2月、友好協定締結

・平成24年2月、環境協力協定締結

・平成2４年度～、環境教育に関する協力

インド・デリー準州

・平成19年3月、友好協定締結 

・平成30年1月、友好協定更新 

（大気汚染への協力を追加） 

・令和元年度～、大気環境改善に向けた協力 

大気環境セミナー 環境教育福岡方式廃棄物処分場 環境展示会

中国・江蘇省 

・平成4年11月、友好協定締結 

・平成23年3月、環境協力協定締結 

・平成23年度～、環境展示会の出展支援 

国際環境協力の相手先 
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１ 地域脱炭素化の推進に向けた取組 

環境保全課

本県は、令和 4（２０２２）年 3 月に「福岡県地球温

暖化対策実行計画」を改定し、３２（2050）年度まで

に本県の温室効果ガス排出の実質ゼロを目指し、

12（2030）年度の温室効果ガス排出量を 46%削

減（2013 年度比）することを目標に掲げました。 

これまでの取組により、令和２（20２０）年度の福

岡県における温室効果ガス排出量は、４,３９５万トン

と、基準年度の２０１３年度から２９％減少していま

す。 

この目標達成のためには、エネルギー、家庭、業務、

産業といったあらゆる部門において、県民や事業者、

行政といった全ての主体が連携し、積極的な取組を

行う必要があることから、以下の取組を実施してい

ます。 

１ 県の率先導入 

県自らが、地球温暖化対策をはじめ環境負荷の

低減に率先して取り組んでいくため、「福岡県地球温

暖化対策実行計画」に合わせて、「福岡県環境保全

実行計画」を改定し、新築及び既存の県有施設への

太陽光発電設備の導入、省エネルギー改修等の重

点的取組を新たに実施することとしています。 

令和５年度は、昨年度に実施した県有施設の再エ

ネ・省エネ導入可能性調査結果をもとに、太陽光発

電設備の設置及び省エネ改修を２３施設（設計・施

工）で行います。また、更新を迎える公用車について、

電動車９３台を導入します。 

２ 市町村支援 

国は、地域課題を解決し、地域の魅力と質を向上

させる地方創生に資する脱炭素に国全体で取り組

み、さらに世界へと広げるため、令和３（２０２１）年度

に「地域脱炭素ロードマップ」を策定し、特に１２

（2030）年までに集中して行う取組・施策を中心に、

地域の成長戦略ともなる地域脱炭素の行程と具体

策を示しました。脱炭素社会の実現に向けて、今後5

年間に政策を総動員し、１００か所以上の脱炭素先

行地域づくりを実施するとともに、全国で脱炭素の

基盤となる重点対策を実施することとしています。 

地域脱炭素の推進にあたっては、基礎自治体であ

る市町村の役割が大きいことから、令和４年５月のト

ップセミナーを皮切りに、研修会等を開催し、多くの

市町村が地域脱炭素に取り組むことができるよう支

援しています。 

３ 家庭支援 

令和２（２０２０）年度の家庭部門の二酸化炭素排

出量は、県全体の１３％を占めています。 

県民の省エネルギー型ライフスタイルへの転換を

促進するため、省エネルギー・省資源に取り組む家

庭を「エコファミリー」として募集し、「九州エコファミ

リー応援アプリ（エコふぁみ）」を通じて、その活動を

支援しています。 

令和４（２０２２）年度は、地球温暖化対策について

特に関心を高めていきたい若い世代をメインターゲ

ットとして、脱炭素に向けた行動変容を促す啓発ＣＭ

を制作し、街頭ビジョンやＳＮＳ等で配信しました。 

また、省エネルギー住宅を普及促進するため、省

エネ改修工事業者向け講習会や既存戸建て住宅を

対象にした省エネ改修のための補助に取り組んでい

ます。令和５（２０２３）年度は、「福岡未来づくり住宅」

の普及促進を図ることとしています。（詳細は第１部

第２章（１７頁）に掲載） 

第２章 県内の主な取組 第２節 福岡県の取組

福岡県における温室効果ガス排出量の推移 

４ 事業所支援 

令和２（２０２０）年度の業務部門の二酸化炭素排

出量は、県全体の１4％を占めています。

本県では、中小企業の省エネ対策を促進するため、

セミナーの開催や現地に専門家を派遣して助言や提

案を行う省エネ診断を実施してきました。 

令和４（２０２２）年度から、この省エネ診断を受診

した中小企業等に対し、省エネ効果が期待できる既

存設備の更新やＬＥＤ等の機器の導入経費の一部を

補助しています。 

4.7 知識及び技能の習得

17.17 パートナーシップを奨励・
推進

13.3 気候変動の緩和、適応、影響軽減等の改善

11.6  大気の質及び廃棄物の管理

効果

温暖化対策に関する正
確な知識の習得により
省エネ行動を促進

効果

効果

気候変動に関する知識の
習得により、気候変動の緩
和、適応、影響軽減等を促進

省エネルギー・省資源化が進
み、化石燃料の使用や廃棄物
が減少し、大気の質が向上

家庭、企業、行政
が協力して省エ
ネに取り組む

同時達成

太陽光発電設備の導入をはじめ、省エネ活
動に取り組むことにより、低炭素社会の実
現及び気候変動対策を促進

7.3 エネルギー効率の改
善

効果

12.8 自然と調和したライフスタイルに関する普及啓
発

効果

環境負荷の小さい商品・サービ
スの選択など、省エネルギー型
ライフスタイルへの転換を促進

「九州エコファミリー応援アプリ（エコふぁみ）」 

SDGs ゴール・ターゲット関連図 

省エネ相談事業（現地指導） 啓発ＣＭ 

第２章 県内の主な取組 第２節 福岡県の取組
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本県は、令和 4（２０２２）年 3 月に「福岡県地球温

暖化対策実行計画」を改定し、３２（2050）年度まで

に本県の温室効果ガス排出の実質ゼロを目指し、

12（2030）年度の温室効果ガス排出量を 46%削

減（2013 年度比）することを目標に掲げました。 

これまでの取組により、令和２（20２０）年度の福

岡県における温室効果ガス排出量は、４,３９５万トン

と、基準年度の２０１３年度から２９％減少していま

す。 

この目標達成のためには、エネルギー、家庭、業務、

産業といったあらゆる部門において、県民や事業者、

行政といった全ての主体が連携し、積極的な取組を

行う必要があることから、以下の取組を実施してい

ます。 

１ 県の率先導入 

県自らが、地球温暖化対策をはじめ環境負荷の

低減に率先して取り組んでいくため、「福岡県地球温

暖化対策実行計画」に合わせて、「福岡県環境保全

実行計画」を改定し、新築及び既存の県有施設への

太陽光発電設備の導入、省エネルギー改修等の重

点的取組を新たに実施することとしています。 

令和５年度は、昨年度に実施した県有施設の再エ

ネ・省エネ導入可能性調査結果をもとに、太陽光発

電設備の設置及び省エネ改修を２３施設（設計・施

工）で行います。また、更新を迎える公用車について、

電動車９３台を導入します。 

２ 市町村支援 

国は、地域課題を解決し、地域の魅力と質を向上

させる地方創生に資する脱炭素に国全体で取り組

み、さらに世界へと広げるため、令和３（２０２１）年度

に「地域脱炭素ロードマップ」を策定し、特に１２

（2030）年までに集中して行う取組・施策を中心に、

地域の成長戦略ともなる地域脱炭素の行程と具体

策を示しました。脱炭素社会の実現に向けて、今後5

年間に政策を総動員し、１００か所以上の脱炭素先

行地域づくりを実施するとともに、全国で脱炭素の

基盤となる重点対策を実施することとしています。 

地域脱炭素の推進にあたっては、基礎自治体であ

る市町村の役割が大きいことから、令和４年５月のト

ップセミナーを皮切りに、研修会等を開催し、多くの

市町村が地域脱炭素に取り組むことができるよう支

援しています。 

３ 家庭支援 

令和２（２０２０）年度の家庭部門の二酸化炭素排

出量は、県全体の１３％を占めています。 

県民の省エネルギー型ライフスタイルへの転換を

促進するため、省エネルギー・省資源に取り組む家

庭を「エコファミリー」として募集し、「九州エコファミ

リー応援アプリ（エコふぁみ）」を通じて、その活動を

支援しています。 

令和４（２０２２）年度は、地球温暖化対策について

特に関心を高めていきたい若い世代をメインターゲ

ットとして、脱炭素に向けた行動変容を促す啓発ＣＭ

を制作し、街頭ビジョンやＳＮＳ等で配信しました。 

また、省エネルギー住宅を普及促進するため、省

エネ改修工事業者向け講習会や既存戸建て住宅を

対象にした省エネ改修のための補助に取り組んでい

ます。令和５（２０２３）年度は、「福岡未来づくり住宅」

の普及促進を図ることとしています。（詳細は第１部

第２章（１７頁）に掲載） 
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福岡県における温室効果ガス排出量の推移 

４ 事業所支援 

令和２（２０２０）年度の業務部門の二酸化炭素排

出量は、県全体の１4％を占めています。

本県では、中小企業の省エネ対策を促進するため、

セミナーの開催や現地に専門家を派遣して助言や提

案を行う省エネ診断を実施してきました。 

令和４（２０２２）年度から、この省エネ診断を受診

した中小企業等に対し、省エネ効果が期待できる既

存設備の更新やＬＥＤ等の機器の導入経費の一部を

補助しています。 

4.7 知識及び技能の習得

17.17 パートナーシップを奨励・
推進

13.3 気候変動の緩和、適応、影響軽減等の改善

11.6  大気の質及び廃棄物の管理

効果

温暖化対策に関する正
確な知識の習得により
省エネ行動を促進

効果

効果

気候変動に関する知識の
習得により、気候変動の緩
和、適応、影響軽減等を促進

省エネルギー・省資源化が進
み、化石燃料の使用や廃棄物
が減少し、大気の質が向上

家庭、企業、行政
が協力して省エ
ネに取り組む

同時達成

太陽光発電設備の導入をはじめ、省エネ活
動に取り組むことにより、低炭素社会の実
現及び気候変動対策を促進

7.3 エネルギー効率の改
善

効果

12.8 自然と調和したライフスタイルに関する普及啓
発

効果

環境負荷の小さい商品・サービ
スの選択など、省エネルギー型
ライフスタイルへの転換を促進

「九州エコファミリー応援アプリ（エコふぁみ）」 

SDGs ゴール・ターゲット関連図 

省エネ相談事業（現地指導） 啓発ＣＭ 
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２ 北九州市響灘臨海部を中心とした水素大規模拠点の構築 

自動車・水素産業振興課 

１ 「福岡県水素拠点化推進協議会」の発足 

福岡県では、水素需給のポテンシャルが高い「北

九州市響灘臨海部」を中心とした拠点整備を目指し、

令和５年５月、北九州市や九州電力、西部ガス、日本

製鉄など水素の利活用を目指す企業と「福岡県水素

拠点化推進協議会」を発足しました。 

今後、①海外から輸入するグリーン水素、②余剰

再生可能エネルギーを活用し県内で製造するグリー

ン水素、③製造工程で発生する副生水素を響灘臨

海部から供給するとともに、県内各地での水素の利

活用を推進し、大規模拠点の構築に取り組みます。 

協議会において、水素需給量の調査、水素供給イ

ンフラの仕様の検討、コスト試算等の調査を行い、具

体的な取組やロードマップをまとめた「水素拠点形

成計画」を策定し、国による拠点指定（全国８か所程

度）を目指していきます。 

２ 豪州ニューサウスウェールズ州との相互連携 

豪州ニューサウルウェールズ州（NSW 州）は、世

界最大の石炭積出港や広大な港湾用地等を活用し、

ニューカッスル市を中心としたグリーン水素の製造・

輸出の世界的な拠点の構築を目指しています。 

福岡県は、令和５年８月、NSW 州との相互連携に

向け、県議会や「福岡県水素拠点化推進協議会」会

員企業等、産学官３９名で構成する訪問団を派遣し

ました。 

両地域が共通して成長を目指す水素分野におい

て、産業・貿易大臣をはじめとする州政府関係者と、

互いの取組や将来ビジョンについて意見交換し、「水

素分野における協力促進に関する覚書」を締結するこ

とに合意しました。

今回の訪問団派遣、覚書締結を契機に、将来的な

グリーン水素の輸入を視野に入れ、企業のマッチン

グや大学等の研究交流支援に取り組んでいきます。 

「福岡県水素拠点化 

推進協議会」発足 

SDGs ゴール・ターゲット関連図 

水素需給の 
ポテンシャルの高い 
北九州市響灘地区 

NSW 州政府関係者との意見交換 

３ ＦＣモビリティ※普及と水素ステーション整備の一体的推進

自動車・水素産業振興課

１ ＦＣモビリティ普及の促進

福岡県では、令和 4 年 8 月に策定した「福岡県水

素グリーン成長戦略」の柱の一つに「水素利用の拡

大」を掲げています。

モビリティについては、乗用車に加え、水素を安定

的且つ大量に消費するトラックやバス等の商用分野

での普及が不可欠です。

このため、令和４年１２月、コマーシャル・ジャパン・

パートナーシップ・テクノロジー㈱と「ＦＣモビリティ普

及に向けた取り組みに関する連携協定」を締結し、

商用車の普及を推進しています。

令和５年７月、県内物流事業者２社が、県の補助

金を活用して西日本で初となるＦＣトラックを導入し、

商用運用が開始されました。引き続き、物流業界の

脱炭素化や水素社会の実現に向けて、ＦＣトラックを

普及させていきます。

また、令和５年８月に開業した「日田彦山線ＢＲＴひ

こぼしライン」において、ＥＶバス等に加え、秋頃から

ＦＣバスの走行実証を開始し、地域交通における水

素の活用も促進します。

２ 水素ステーション整備の促進

福岡県では、県独自の補助金や、候補地の選定か

ら地権者の交渉まで一貫したサポート等を通じ、県

内での水素ステーションの整備を支援しています。

現在までに、県内４県域全てに、西日本最多となる合

計１１か所の水素ステーションを整備しています。

こうした取組を通じ、広く県内全域にＦＣトラックや

ＦＣバスを普及させ、ＦＣモビリティの先進拠点を目

指していきます。

SDGs ゴール・ターゲット関連図

「日田彦山線 BRT

ひこぼしライン」FC バス

イワタニ水素ステーション福岡県庁FC トラック出発式

※水素と酸素の化学反応によって発電した電気でモーターを

回して走る乗用車、トラック、バス等
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１ 「福岡県水素拠点化推進協議会」の発足 

福岡県では、水素需給のポテンシャルが高い「北

九州市響灘臨海部」を中心とした拠点整備を目指し、

令和５年５月、北九州市や九州電力、西部ガス、日本

製鉄など水素の利活用を目指す企業と「福岡県水素

拠点化推進協議会」を発足しました。 

今後、①海外から輸入するグリーン水素、②余剰

再生可能エネルギーを活用し県内で製造するグリー

ン水素、③製造工程で発生する副生水素を響灘臨

海部から供給するとともに、県内各地での水素の利

活用を推進し、大規模拠点の構築に取り組みます。 

協議会において、水素需給量の調査、水素供給イ

ンフラの仕様の検討、コスト試算等の調査を行い、具

体的な取組やロードマップをまとめた「水素拠点形

成計画」を策定し、国による拠点指定（全国８か所程

度）を目指していきます。 

２ 豪州ニューサウスウェールズ州との相互連携 

豪州ニューサウルウェールズ州（NSW 州）は、世

界最大の石炭積出港や広大な港湾用地等を活用し、

ニューカッスル市を中心としたグリーン水素の製造・
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ました。 

両地域が共通して成長を目指す水素分野におい

て、産業・貿易大臣をはじめとする州政府関係者と、

互いの取組や将来ビジョンについて意見交換し、「水

素分野における協力促進に関する覚書」を１０月に締

結することに合意しました。※１０月に締結済 

今回の訪問団派遣、覚書締結を契機に、将来的な

グリーン水素の輸入を視野に入れ、企業のマッチン

グや大学等の研究交流支援に取り組んでいきます。 
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床断熱

窓断熱

外壁断熱

天井断熱

高効率設備
（空調・給湯等）

５ 省エネルギー住宅の普及に向けた取組 

住宅計画課

我が国におけるエネルギー消費の約３割を、住宅・

建築物分野（業務・家庭部門）が占めています。脱炭

素社会の実現に向けて、省エネルギー性能に優れた

住宅の普及が必要です。 

令和３（２０２１）年度の県のZEH※１普及率は、注文

戸建住宅で３１.５％程度、建売戸建住宅で２．５％程

度に留まっており、家庭での脱炭素化を推進してい

く必要があります。そのため本県では、省エネ住宅の

普及を目指し、以下の取組を実施します。 

１ 「福岡未来づくり住宅」の普及 

「福岡未来づくり住宅」※２の供給を行うハウスビル

ダー※３及び PPA※４事業者による省エネ住宅の普

及に向けた共同提案を募集します。 

採択された事業者は、県の補助金を活用しながら

提案に基づいた事業を実施し、居住者に対し省エネ

効果等の調査を行うなど、省エネ住宅の普及に有効

な方法を検証します。 

２ 省エネ改修工事業者向け講習会 

効率的な省エネ改修を行える事業者を増やすた

め、省エネ改修に携わる各地域の工務店等を対象に、

省エネ改修等に関する講習会を実施し、受講した事

業者のリストを県 HP に掲載します。 

３ 各種補助事業 

既存戸建て住宅を対象に、省エネ化する際に要す

る工事費の一部を、補助します。 

・木造戸建て住宅性能向上改修費補助金 

・既存戸建て住宅断熱改修費補助金 

県民の皆様に対し、これらの取組や住宅の省エネ

ルギー化の重要性について広く情報提供していくこ

とで、省エネルギー住宅の普及を進めます。 

省エネ住宅のイメージ 

SDGs ゴール・ターゲット関連図 

※１ 太陽光発電や省エネ設備の導入などにより、エネルギー収支を

ゼロ以下にする住宅 

※２ ZEH 基準を超える省エネ性能を有し、PPA により太陽光発電

設備を導入した住宅  

※３ 戸建住宅の供給を行う事業者 

※４ 住宅所有者と契約した事業者が太陽光発電設備を設置し、発

電した電力を販売・供給する仕組み

４ 御笠川浄化センターにおける温室効果ガス削減に向けた取組 

下水道課

本事業は、福岡県御笠川浄化センターで発生する

消化ガス（バイオガス）を有効活用し、民間の資金と

ノウハウを活用した民設民営方式による下水処理場

での発電事業です。 

当浄化センターでは一日当たり約２０万 m3を超え

る下水を処理し、１００ｔを超える下水汚泥が発生して

います。この下水汚泥の処理過程で発生する消化ガ

スは、メタンを主成分とする可燃性ガスで利用可能

な再生エネルギー源の一つであり、県から発電事業

者へ売却します。発電事業者はこの消化ガスを利用

して発電を行い、FIT 制度（再生可能エネルギー固

定価格買取制度）を活用して電力会社へ電力を売

却します。また、その収益は浄化センターの維持管理

費の一部に充てられます。 

本事業の発電量は年間約 600 万 KWh であり、

これは一般家庭約2,000世帯分の消費電力に相当

します。これにより、電力会社が化石燃料等を用いて

発電する際に発生する温室効果ガス年間約 2,800

トンの削減が見込まれています。 

再生可能エネルギーである消化ガスを有効利用

することで、温室効果ガス削減に向けた地球温暖化

対策の一環としての有効利用が期待されています。 

消化ガス発電施設の全景写真

第２章 県内の主な取組 第２節 福岡県の取組

SDGs ゴール・ターゲット関連図 
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17.14 政策の一貫性を強化
17.17 パートナーシップを奨励・推進

正しい知識が習得され食品
ロスを削減しようと意識し、
行動につながることにより、
食品ロス削減の取組が推進
される

12.3 食品ロスの減少
12.2 天然資源の持続可能な管理と効率的な利用
12.5 廃棄物の発生の大幅削減

効果

4.7 知識及び技能の習得

8.2 高いレベルの経済生産性
8.4 資源効率を漸進的に改善

9.4 インフラ改良や産業改善
により、持続可能性を向上

食品ロスの削減に努めることは、食料と
いう資源の効率的利用につながる

「福岡県食品ロス削減推進協議会」で、事業者・関係
団体・県民・行政が連携することで、食品ロス削減に
つながる

フードバンク活動により、食事に困って
いる方や福祉施設等に食料を無償で
提供可能

効果

効果

効果

2.1 飢餓の撲滅
2.2 栄養不良の解消
2.4 持続可能な食料生産
システムの確保

食品ロスの削減に協力する飲食店が増
加することで食品ロス削減につながる

同時達成

SDGs ゴール・ターゲット関連図 

６ 食品ロス削減推進事業 

循環型社会推進課

我が国では、食品ロス（食べられるのに捨てら

れてしまう食品）が製造・流通、外食・販売、消

費の各段階で発生しており、その量は全国で年間

５２３万トン（事業系２７９万トン、家庭系２４

４万トン）になります。 

本県は、令和４年３月、「福岡県食品ロス削減

推進計画」を策定し、製造・流通、外食・販売、

消費の各段階で発生する食品ロスの更なる削減

に取り組んでいます。 

製造・流通段階においては、フードバンク活動

の普及促進を図るため、食品提供者の開拓やフー

ドバンク活動の周知を行うほか、企業等が新規に

食品を提供する際の輸送に係る支援や継続的に

食品を提供する企業等へのフードバンク協力証

の贈呈を行っています。 

外食・販売段階においては、食品ロス削減に取

り組む店舗や事業所を「食べもの余らせん隊」と

して登録し、食品ロス削減に取り組む環境に優し

い店舗として県ホームページ等に掲載して紹介

しています。 

消費段階においては、県民への普及啓発を目的

として、「食品ロス削減ガイドブック」等の啓発

資材の作成や宴会時の食べ残しを減らす３０・１

０（さんまる・いちまる）運動の推進、食品ロス

削減に関する優れた取組の表彰等に取り組んで

います。また、食品ロス削減に関して専門的・実

践的な内容を教えることができる人材である「食

品ロス削減マイスター」を地域の学習会等に派遣

しています。 

フードバンク協力証

食品ロス削減マイスターによる講義の様子

SDGs ゴール・ターゲット関連図 

17.14 政策の一貫性を強化
17.17 パートナーシップを奨励・推進

12.2 天然資源の持続可能な管理及び効率的な利用
12.4 化学物質や廃棄物の大気、水、土壌への放出削減
12.5 廃棄物の発生防止、削減、再生利用
12.8 自然と調和したライフスタイルに関する普及啓発

効果

3.9 有害化学物質、大気、水質、及び
土壌汚染対策

14.1 陸上活動による海洋汚染の防止
14.2 海洋及び沿岸の生態系の回復のための取組

プラスチックごみ削減は、海洋に
流出するプラスチックごみを減少
させ、海洋汚染防止につながる

プラスチックごみ削減は、海洋に
流出するプラスチックごみを減少
させ、海洋汚染防止につながる

県民、事業者、行政が連携する
ことにより、プラスチックの資
源循環を促進

効果

効果

プラスチックごみ削減の啓発・
広報は、消費者・事業者の意
識・行動変容につながる

4.7 知識及び技能の習得

効果

７ プラスチック資源循環推進事業 

循環型社会推進課

世界全体では、毎年約８００万トンのプラスチック

ごみが海洋に流出し、このままでは２０５０年には海

洋中のプラスチックごみの重量が魚の重量を超える

と試算する報告があります。 

このようなプラスチックごみ問題を背景に令和 4

（2022）年４月に、製品の設計からプラスチック廃棄

物の処理までに関わるあらゆる主体におけるプラス

チック資源循環等の取組を促進するため「プラスチッ

クに係る資源循環の促進等に関する法律」が施行さ

れました。 

県では、４（2022）年度から、テイクアウト容器な

どをプラスチック代替品へ切り替える飲食店に対す

る助成を行い、事業者の代替品の利用を促進してい

ます。 

また、令和５（２０２３）年度から、県民の取組を一

層推進するため、事業者などと連携した参加型の啓

発イベントを実施しています。アサヒビール、福岡ソフ

トバンクホークスと連携し、折れたバットをアップサイ

クルしたリユースカップを用いて、福岡PayPayドー

ム内のビール用使い捨てプラカップの削減などに取

り組みました。 

あわせて、県内のイベント情報、県民・事業者向け

の取組事例の紹介、積極的な取組を実施する事業

者のインタビュー記事などプラスチックごみ削減に係

る情報を広く発信するポータルサイト「ふくおかプラ

ごみ削減応援サイト」を開設しました。 

その他、使用済プラスチックの回収・再資源化に向

けて、令和４（2022）年度から、クリーニングの衣類

用カバー及び医薬品のボトルを対象に、関係者（排

出者、収集運搬業者、リサイクル業者等）のマッチン

グを行い、新たな自主回収・再資源化スキームを構

築する実証事業を実施しています。 

折れたバットをアップサイ

クルしたリユースカップ 
ふくおかプラごみ削減応援サイト

TOP ページ
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ます。 

また、令和５（２０２３）年度から、県民の取組を一

層推進するため、事業者などと連携した参加型の啓
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９ 海岸漂着物等対策 

廃棄物対策課

本県は、玄界灘、周防灘及び有明海によって三

方を海に囲まれており、海岸線の総延長は約

651km を有しています。 

海岸は陸と海が接し、砂浜、岩礁、干潟など多

種多様な生物が生息・生育する貴重な場となって

いるほか、漁業活動や港として利用されるなど重

要な役割も果たしています。 

しかしながら、近年、本県の海岸にも国内や周

辺の国から大量の漂着物が押し寄せています。 

そのため、平成24年（2012）年に「海岸漂着物

処理推進法」に基づき「福岡県海岸漂着物対策地

域計画」を策定（28（2016）年改訂）し、県内の海

岸の良好な景観、多様な生物の保全、生活環境の

確保等総合的な海岸観光の保全を図っています。 

具体的には、国の「海岸漂着物等地域対策推進

事業」を活用して、港湾や漁港など海岸における

海洋ごみの回収・処理を行っているほか、海洋ご

みの発生抑制に向けた取組を行っています。 

発生抑制の取組としては、ポスターやチラシを

作成・配布しているほか、平成 27（2015）年度か

らは、チームでごみを拾い、集めたごみの量や種

類でポイントを競う「スポーツごみ拾い（スポ

GOMI）」として、地元自治体や住民の方々等と協

力して海岸清掃活動を行うなど、海岸環境の保全

に努めるとともに、海洋ごみの発生抑制に向けた

啓発活動を行っています。 

また、本県の海岸に漂着しているごみの実態を

把握し、海洋ごみの効果的な発生抑制対策の検

討に活用するため、県内の沿岸において海岸漂着

物組成調査を実施しています。 

このほか、令和４（2022）年度には、地域全体

で海の環境を守っていく機運の醸成、海岸清掃等

の取組の一層の推進を目的として、同じ筑前海に

面している佐賀県と福岡県の２県の連携事業とし

て、福岡県の「新宮海岸クリーンアップ」と、佐賀県

の「2022 波戸岬ビーチクリーンアップ」を同日開

催する取組を行っています。

新宮海岸クリーンアップの様子 

SDGs ゴール・ターゲット関連図 

SDGs ゴール・ターゲット関連図 

17.14 政策の一貫性を強化
17.17 パートナーシップを奨励・推進

9.2 持続可能な産業化の促進
9.4 インフラ改良や産業改善による持続可能性の向上
9.6 イノベーションの促進による技術能力の向上

効果 リサイクル技術の開発により、
持続可能な産業化を促進し、
持続可能性及び技術能力を向上

官民連携の取組により、
資源の持続可能な管理
と効果的な利用を促進

同時達成

15.1 生態系サービスの回復と
持続可能な利用の確保

12.2 天然資源の持続可能な管理と効率的な利用
12.6 企業に対する情報の提供

リサイクル技術の開発により、
生態系サービスの回復と
持続可能な利用の確保につながる

効果 効果

８ リサイクル総合研究事業化センターの最新の取組 

循環型社会推進課

本県が平成13（2001）年に設立した福岡県リサイ

クル総合研究事業化センターでは、産学官民による

共同研究開発の支援や地域展開に向けた事業化支

援、環境・リサイクル情報の発信を行っています。 

本センターによる最新の取組を紹介します。

１ 未利用アカモクから化粧品原料を抽出する技

術を開発

㈱マサエイ水産加工は、アカモク（海藻）を採取・

加工し、加工食品として販売していますが、加工の際、

色や硬さなど基準に適さない未利用アカモクが発生

します。この未利用アカモクは、今まで有効利用先が

なかったため廃棄されていました。 

本センターの支援のもと、化粧品製造業者の佳秀

工業㈱は、㈱マサエイ水産加工と福岡県工業技術セ

ンター生物食品研究所とともに共同研究を実施し、

未利用アカモクから化粧品原料（アカモクエキス）を

抽出する技術を開発しました。 

佳秀工業㈱は、アカモクエキスを含有する化粧品

を商品化し、販売を開始しています。 

２ 新技術を用いたバイオ液肥の濃縮施設の開発

築上町では、し尿・浄化槽汚泥を原料とするバイ

オ液肥を製造し、これを用いた循環型農業に取り組

んできましたが、この液肥は 95％が水分であるため、

運搬コストがかさんだり、散布する機械や潅水装置

に液肥中の繊維が詰まるという課題がありました。 

本センターの支援のもと、三菱ケミカルアクア・ソリ

ューションズ㈱が、九州大学、静岡県立大学、築上

町、みやま市とともに共同研究を実施し、全国初の

新技術を用いた液肥濃縮施設を開発しました。 

この濃縮技術により、①輸送コストや液肥の貯蔵

スペースを削減できる、②肥料成分を農作物に与え

たい濃度に調整することができる、③目詰まりの原

因となる懸濁物質を除去することができる、といった

メリットが生じます。 

この濃縮施設により、し尿等の廃棄物をより一層

有効利用することが可能になり、循環型農業の発展

に貢献します。 

未利用アカモクから抽出した 

アカモクエキスを含有した化粧品の商品化
築上町が建設した 

全国初の新技術を用いた液肥濃縮施設
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１０ 県立青少年教育施設における取組 

社会教育課

子どもボランティアサークル「タイミング」 

（福岡県立少年自然の家「玄海の家」） 

本事業は、小学４年生から中学３年生を対象に、

ボランティアマインドの醸成をねらいとし、令和４年度

は２泊３日の１st キャンプ、１泊２日の２nd キャンプの

計２回シリーズで実施しています。 

１ 海の環境保全ボランティア・啓発作品の展示 

福岡 ECO 海洋専門学校の学生を講師に「イルカ

の K ちゃん」という読み物教材から海洋生物に与え

る海ごみの影響を学びました。その後、海浜清掃に

取り組み、実際に人間が出した多種多様なゴミを目

の当たりにして、環境を守る活動の実践と啓発活動

の必要性を感じることができました。集めた海ゴミは、

班ごとに海中を模して作成した板を組み合わせ、大

きな海ごみアートとして本所内に展示しています。 

２ アウトリーチ型のボランティア体験 

１st キャンプの間に福岡県社会福祉協議会の方に

「地域でのボランティア活動」について心構えに関す

る講座と地域で実践されている活動で紹介してもら

い、子どもたち自身ができることを考えました。 

２nd キャンプでは、水と緑部会、道の駅むなかた、

少年自然の家「玄海の家」の各団体の方と一緒にボ

ランティア活動に取り組みました。さつき松原での環

境整備活動、住みやすい街づくりのための花壇整備、

イベント準備の支援など助けが必要な場所に実際に

行って活動することができました。そのため、他者や

自然環境を守るために活動できた喜びや役に立つこ

とができた有用感や達成感を、事後のアンケートから

読み取ることができました。 

環境整備ボランティアに取り組む参加者の様子海ごみアート作成の様子

SDGs ゴール・ターゲット関連図 

4.7 知識及び技能の習得

17.14 政策の一貫性を強化
17.17 パートナーシップを奨励・推進

12.8 自然と調和したライフスタイル
に関する普及啓発

効果

同時達成

14.2 持続的な管理や保護
15.1 生態系サービスの回復と持続可能な利用の確保
15.2  森林の持続可能な経営の促進 効果

効果

河川における水質調査や森林整備体験活動を通して
環境問題に関する知識の習得や意識の向上

エコファミリーの登録により、家
庭で協力して省エネに取り組む

環境再生が促進され、自然と調和した
ライフスタイルに関する普及啓発が進む

同時に森林や河川及び海洋
の環境保全活動を主体的に
取り組む

11.3 持続可能な都市化の促進

効果

環境保全活動を通してボランティアマイン
ドが育った人材によるまちづくり

福岡県〝One Health″国際フォーラム2022＋FAVA基調講演

１１ ワンヘルスの推進 

保健医療介護総務課ワンヘルス総合推進室

新型コロナウイルス感染症をはじめとする人と動物

双方に感染する「人獣共通感染症」は、いまや人の感染

症の約 60％を占めると言われています。これに対応

するためには、「人と動物の健康と環境の健全性は

一つ」と考えるワンへルスの理念に基づく総合的な取

組が重要です。 

本県では、平成 28年 11月、北九州市で開催され

たワンへルスに関する国際会議において、ワンへルス

の理念を実践する礎となる「福岡宣言」が採択されて

以降、ワンへルスの推進に取り組んできました。 

令和2年12月には、議員提案により、全国で初め

て、「福岡県ワンヘルス推進基本条例」を制定し、４年

１０月には、ワンヘルスの取組の実効性を確保するた

め、県や市町村、事業者、県民が担うべき責務などを

定めた「環境と人と動物のより良い関係づくり等福

岡県におけるワンヘルスの実践促進に関する条例」

を制定しました。 

これらの条例に基づきながら、「福岡県ワンヘルス

推進行動計画」に掲げる施策に取り組んでいます。 

具体的な取組としては、人獣共通感染症などに対

して、医療、獣医療、環境など各分野の世界トップク

ラスの研究者がワンヘルスアプローチにより解決す

ることを目指し、研究成果などを世界に向けて発信

する福岡県“One Health”国際フォーラムを開催し

ており、令和４年度は、第２１回アジア獣医師会連合

（FAVA）大会と同時開催しました。また、県民にワン

ヘルスについて理解を深めていただけるよう、参加

型啓発イベントを開催します。さらに、ワンヘルス宣

言事業者登録制度による事業者におけるワンヘルス

の活動促進のほか、ワンヘルスマスターの育成、ポー

タルサイト等による広報を通じてワンヘルスの普及啓

発を進めます。
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１０ 県立青少年教育施設における取組 

社会教育課

子どもボランティアサークル「タイミング」 

（福岡県立少年自然の家「玄海の家」） 

本事業は、小学４年生から中学３年生を対象に、

ボランティアマインドの醸成をねらいとし、令和４年度

は２泊３日の１st キャンプ、１泊２日の２nd キャンプの

計２回シリーズで実施しています。 

１ 海の環境保全ボランティア・啓発作品の展示 

福岡 ECO 海洋専門学校の学生を講師に「イルカ

の K ちゃん」という読み物教材から海洋生物に与え

る海ごみの影響を学びました。その後、海浜清掃に

取り組み、実際に人間が出した多種多様なゴミを目

の当たりにして、環境を守る活動の実践と啓発活動

の必要性を感じることができました。集めた海ゴミは、

班ごとに海中を模して作成した板を組み合わせ、大

きな海ごみアートとして本所内に展示しています。 

２ アウトリーチ型のボランティア体験 

１st キャンプの間に福岡県社会福祉協議会の方に

「地域でのボランティア活動」について心構えに関す

る講座と地域で実践されている活動で紹介してもら

い、子どもたち自身ができることを考えました。 

２nd キャンプでは、水と緑部会、道の駅むなかた、

少年自然の家「玄海の家」の各団体の方と一緒にボ

ランティア活動に取り組みました。さつき松原での環

境整備活動、住みやすい街づくりのための花壇整備、

イベント準備の支援など助けが必要な場所に実際に

行って活動することができました。そのため、他者や

自然環境を守るために活動できた喜びや役に立つこ

とができた有用感や達成感を、事後のアンケートから

読み取ることができました。 

環境整備ボランティアに取り組む参加者の様子海ごみアート作成の様子
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効果

環境保全活動を通してボランティアマイン
ドが育った人材によるまちづくり

福岡県〝One Health″国際フォーラム2022＋FAVA基調講演

１１ ワンヘルスの推進 

保健医療介護総務課ワンヘルス総合推進室

新型コロナウイルス感染症をはじめとする人と動物

双方に感染する「人獣共通感染症」は、いまや人の感染

症の約 60％を占めると言われています。これに対応

するためには、「人と動物の健康と環境の健全性は

一つ」と考えるワンへルスの理念に基づく総合的な取

組が重要です。 

本県では、平成 28年 11月、北九州市で開催され

たワンへルスに関する国際会議において、ワンへルス

の理念を実践する礎となる「福岡宣言」が採択されて

以降、ワンへルスの推進に取り組んできました。 

令和2年12月には、議員提案により、全国で初め

て、「福岡県ワンヘルス推進基本条例」を制定し、４年

１０月には、ワンヘルスの取組の実効性を確保するた

め、県や市町村、事業者、県民が担うべき責務などを

定めた「環境と人と動物のより良い関係づくり等福

岡県におけるワンヘルスの実践促進に関する条例」

を制定しました。 

これらの条例に基づきながら、「福岡県ワンヘルス

推進行動計画」に掲げる施策に取り組んでいます。 

具体的な取組としては、人獣共通感染症などに対

して、医療、獣医療、環境など各分野の世界トップク

ラスの研究者がワンヘルスアプローチにより解決す

ることを目指し、研究成果などを世界に向けて発信

する福岡県“One Health”国際フォーラムを開催し

ており、令和４年度は、第２１回アジア獣医師会連合

（FAVA）大会と同時開催しました。また、県民にワン

ヘルスについて理解を深めていただけるよう、参加

型啓発イベントを開催します。さらに、ワンヘルス宣

言事業者登録制度による事業者におけるワンヘルス

の活動促進のほか、ワンヘルスマスターの育成、ポー

タルサイト等による広報を通じてワンヘルスの普及啓

発を進めます。
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１２ ワンヘルスセンターの整備 

保健医療介護総務課ワンヘルス総合推進室

新興感染症や地球温暖化等のワンヘルスに関す

る課題に対応するため、人の健康と環境の保全に関

する機能を持つ保健環境研究所と、動物の保健衛

生を一元的に扱う動物保健衛生所とが相互に連携

したワンヘルスセンターの整備を進めています。 

保健環境研究所については、令和４年８月に「新・

保健環境研究所建設基本計画」を策定しました。基

本計画の中で、保健環境研究所を現在の太宰府市

からみやま市に移転し、地方衛生・環境研究所として

の機能に加え、動物保健衛生所との連携を図り、人、

動物、環境を一体的な視点で捉えた分野横断的な

調査・研究を行う施設として整備することとしていま

す。また、ワンヘルス体験学習ゾーンとして、県民等

がワンヘルスに関する情報を学べる展示学習室や座

学研修室等を整備します。併せて、生物多様性保全

に関する屋外研究とともに、生物多様性保全の観点

からワンヘルス教育を実施する屋外学習を行う場を

整備します。 

動物保健衛生所については、令和５年３月に「福

岡県動物保健衛生所（福岡県筑後家畜保健衛生

所）基本構想」を策定しました。基本構想の中で、筑

後家畜保健衛生所を現在の筑後市から移転し、家

畜に加え、県内の愛玩・展示動物及び野生動物の保

健衛生業務を付加し、全国で初めてとなる動物保健

衛生所として整備することとしています。 

両者を同敷地に建設することにより、他に類を見

ない人、動物、環境の各分野に関する一体的な試

験・検査、調査・研究ができる特徴を生かして、先進

的な調査・研究や専門人材の育成、ワンヘルスの普

及啓発などを進めます。 

ワンヘルスセンターの外観イメージ 
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福岡県ワンヘルス認証 

ロゴマーク 

１３ 福岡県ワンヘルス認証制度 

食の安全・地産地消課

本県では、ワンヘルスの実践が次世代の食と農に

つながることから、農林水産業におけるワンヘルスの

取組を進めています。 

１ 「福岡県ワンヘルス認証制度」について 

食の安全・安心や環境に配慮した取組など、ワン

ヘルスの理念に沿って生

産される農林水産物等

を認証する「福岡県ワン

ヘルス認証制度」を、令

和４（2022）年９月に全

国で初めて創設しました。

本認証を取得している商

品は、「認証ロゴマーク」

を付けて販売することが

できます。５（2023）年３

月末現在、野菜や果物、

畜産物など４３品目で認証

を取得し店頭で販売されて

います。ロゴマークに記載の QR コードから閲覧でき

る「ワンヘルス認証専用サイト」では、認証制度の紹

介のほか、認証を取得している農林水産物を検索す

ることができます。認証農林水産物は今後も増加す

る見込みで、最新の情報は専用サイトから検索でき

ます。「福岡県ワンヘルス認証」の推進により、農林

水産業におけるワンヘルスの取組を県民の皆様に周

知するとともに、ワンヘルス認証を取得している県産

農林水産物を選んでいただくことで、「地産地消」に

つなげていきます。 

２ 認証制度の認知度向上の取組について 

令和４（2022）年度は、県農林水産まつりや県内

量販店でのＰＲ販売のほか、県広報テレビ番組、福

岡市内でのデジタルサイネージ広告を活用した広報

活動などを実施しました。 

ワンヘルス認証例「はかた地どり」
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１２ ワンヘルスセンターの整備 
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したワンヘルスセンターの整備を進めています。 
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がワンヘルスに関する情報を学べる展示学習室や座

学研修室等を整備します。併せて、生物多様性保全

に関する屋外研究とともに、生物多様性保全の観点
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動物保健衛生所については、令和５年３月に「福

岡県動物保健衛生所（福岡県筑後家畜保健衛生

所）基本構想」を策定しました。基本構想の中で、筑

後家畜保健衛生所を現在の筑後市から移転し、家

畜に加え、県内の愛玩・展示動物及び野生動物の保

健衛生業務を付加し、全国で初めてとなる動物保健

衛生所として整備することとしています。 

両者を同敷地に建設することにより、他に類を見

ない人、動物、環境の各分野に関する一体的な試

験・検査、調査・研究ができる特徴を生かして、先進

的な調査・研究や専門人材の育成、ワンヘルスの普
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ワンヘルスセンターの外観イメージ 
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4.7 知識及び技能の習得

17.17 パートナーシップ
を奨励・推進

13.3 気候変動の緩
和、適応、影響軽減等
の改善

効果

ワンへルスの普及啓
発により、感染症防止
や生態系保全の意識
が高まる

効果
効果

12.4  化学物質や廃棄物の大気、水、土壌への放出削減
12.8 自然と調和したライフスタイルに関する普及啓発

15.1 陸域生態系の保全
15.4 山地生態系の保全

3.3 伝染病の根絶と感染症 への対処
3.9 有害化学物質、大気、水質及び土壌
汚染対策

6.3  汚染等の減少による水質の改善
6.6 水に関する生態系の保護・回復

医療、獣医療等の連携によ
り、人獣共通感染症対策が
推進する

水質の改善や生態系の回復
は、食を通じて、人と動物の
健康の保護につながる

持続可能な生産により、化学物
質等が低減し、人や動物への健
康被害が防止される

効果

気候変動の緩和等により、
各生態系が回復が進む
また、森林の保全等は、気
候変動の緩和につながる

野生動物等の生息域が確保されること
で、人獣共通感染症のリスクが低減す
る。また、有害化学物質等の汚染対策に
より、人と動物の健康が守られる

同時
達成

同時
達成

気候変動の緩和等に
より、熱中症対策、熱
帯系感染症等の発生
が予防が図られる

ライフスタイルの変
化により省エネル
ギー対策が進む

効果

12.4  持続可能
な食料生産シス
テムの確保

同時達成

環境負荷の低い農業が浸
透することで、土壌や水質
が改善され、生態系の回
復が進む

同時達成
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福岡県ワンヘルス認証 

ロゴマーク 

１３ 福岡県ワンヘルス認証制度 

食の安全・地産地消課

本県では、ワンヘルスの実践が次世代の食と農に

つながることから、農林水産業におけるワンヘルスの

取組を進めています。 

１ 「福岡県ワンヘルス認証制度」について 

食の安全・安心や環境に配慮した取組など、ワン

ヘルスの理念に沿って生

産される農林水産物等

を認証する「福岡県ワン

ヘルス認証制度」を、令

和４（2022）年９月に全

国で初めて創設しました。

本認証を取得している商

品は、「認証ロゴマーク」

を付けて販売することが

できます。５（2023）年３

月末現在、野菜や果物、

畜産物など４３品目で認証

を取得し店頭で販売されて

います。ロゴマークに記載の QR コードから閲覧でき

る「ワンヘルス認証専用サイト」では、認証制度の紹

介のほか、認証を取得している農林水産物を検索す

ることができます。認証農林水産物は今後も増加す

る見込みで、最新の情報は専用サイトから検索でき

ます。「福岡県ワンヘルス認証」の推進により、農林

水産業におけるワンヘルスの取組を県民の皆様に周

知するとともに、ワンヘルス認証を取得している県産

農林水産物を選んでいただくことで、「地産地消」に

つなげていきます。 

２ 認証制度の認知度向上の取組について 

令和４（2022）年度は、県農林水産まつりや県内

量販店でのＰＲ販売のほか、県広報テレビ番組、福

岡市内でのデジタルサイネージ広告を活用した広報

活動などを実施しました。 

ワンヘルス認証例「はかた地どり」
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SDGs ゴール・ターゲット関連図 

１５ 志賀島ビジターセンターのリニューアルオープン 

自然環境課

本県では、国定公園の利用者に自然とふれあう機

会を提供し、自然景観や生物多様性を保全すること

の重要性を理解するために必要な情報を発信する

施設として、「志賀島ビジターセンター」を整備してい

ます。 

「志賀島ビジターセンター」は、「しかのしま資料

館」（昭和４５年開設）を前身とし、これまで長きにわ

たり、国宝「金印」が発見されたことや、堆積した砂洲

で海の中道と陸続きになった全国でも珍しい地形で

あること等、志賀島固有の自然や歴史に関する情報

を発信してきました。 

しかしながら、施設の老朽化やバリアフリー化への

対応、自然体験学習の場の提供など課題が残されて

いました。そのため、施設の改修を行い、令和５年５

月２６日にリニューアルオープンしました。 

リニューアルオープン後は、新たにデジタルサイネ

ージなどのデジタル技術を活用し、玄海国定公園と

志賀島地域の魅力を余すことなく情報発信するとと

もに、環境と人と動物のより良い関係づくりの場とし

てワンヘルスの実践の促進や、自然体験学習の場を

提供していきます。 

志賀島ビジターセンター外観 

志賀島ビジターセンター内観 

SDGs ゴール・ターゲット関連図 

１４ 公共工事における希少野生生物の分布情報の提供 

自然環境課

本県では、「福岡県生物多様性地理情報システ

ム」において、「福岡県レッドデータブック」の情報を

中心に、県保健環境研究所が希少野生生物の分布

情報を収集・管理しています。分布情報は県ホーム

ページ上※で公開するほか、県及び市町村の公共工

事実施部局からの依頼に基づき、情報提供を行って

います。 

開発行為においては、工事や施設供用に伴い、希

少野生生物への影響が生じる可能性があり、工事着

手前に希少野生生物の分布情報を把握することによ

り、希少種生息域での開発を回避したり、事業に伴

う影響を低減・代償したりするための検討資料として

活用することができます。 

※「福岡県の希少野生生物」（https://biodiversity.

pref.fukuoka.lg.jp/rdb/）内の「福岡県希少野

生生物分布情報」にて公開しています。 なお、乱獲・

盗掘防止のため、ホームページにおいては３次メッシ

ュ（約１ｋｍ四方の区域）内に分布が確認された「種

数」及び「希少植物群落の有無」のみを公開していま

す。 

）岸護たし慮配に出創の境環替代の物生（後工施前工施

環境護岸工 

→泥が堆積することで、

水生生物の生息場となる 

ブロックマット 

→植物の生育基盤となる 
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SDGs ゴール・ターゲット関連図 

１７ 石綿（アスベスト）飛散防止対策の強化 

環境保全課

令和３（２０２１）年４月に施行した「改正大気汚染

防止法」により、３（２０２１）年４月からすべての石綿

含有建材が規制対象とされるなど、建築物等の解体

等工事に伴う石綿飛散防止を図るための措置が大

幅に強化されました。また４（２０２２）年４月からは、

解体等工事の元請業者等に、工事前に実施した石

綿事前調査結果を都道府県・大気汚染防止法政令

市（本県では北九州市・福岡市・久留米市・大牟田市

が該当）に報告することも義務付けられました。 

本県では、報告された石綿事前調査結果報告書

を基に、解体等工事現場への立入検査を実施してお

ります。立入検査では、アスベストアナライザーや簡

易検査キットを用いて石綿含有建材の有無を確認す

るとともに、大気汚染防止法に定められた作業基準

どおりに石綿の除去等作業が行われているかなどを

確認することにより、事業者における石綿飛散対策

の徹底を促しています。 

あわせて、本県では、令和２(2020)年度に全国

で初めて石綿事前調査に係るＶＲ（仮想現実）研修コ

ンテンツを制作しており、このコンテンツを用いた講

習会を３（２０２１）年度から県内で開催するなど、事

業者の人材育成も支援しています。 

立入検査の様子（建材の採取）

SDGs ゴール・ターゲット関連図 

立入検査の様子（アスベストアナライザーによる検査）

１６ 特定外来生物対策事業 

自然環境課

令和５（２０２３）年４月に施行された「改正外来生

物法」により、国内に既に定着した特定外来生物に

ついて都道府県及び市町村は防除の役割を新たに

担うことになりました。法改正を受け、県は６月、動植

物の専門家からなる特定外来生物防除対策検討委

員会を設置し、緊急度の高い種について検討を行い、

委員会での意見を踏まえ、優先的に防除を行う種と

してアライグマを選定しました。 

アライグマの効果的な防除を推進するため、市町

村、学識経験者、関係団体からなるアライグマ防除

対策協議会を設置し、定着状況の分析、防除目標、

効果的な防除手法、各主体の役割分担などを協議

の上、アライグマ防除実施計画を策定します。 

計画の策定とともに、市町村職員や地域住民を対

象に、防除の担い手を育成するための講習会を開催

し、地域一体となった防除を推進します。 

また、アライグマをはじめとする外来生物問題の主

な原因は、愛玩、鑑賞用に人為的に海外から持ち込

んだものが、管理放棄や逃亡により野生化したこと

にあります。こうしたことから、外来種を入れない、野

外に捨てない、他地域に拡げないという、予防面の

啓発も重要であるため、令和５年度から小中学校や

社会教育施設を対象に生物多様性保全の意義や外

来種問題をわかりやすく解説する講師派遣事業を

実施します。 

これらの取組により、効果的な特定外来生物の防

除を進め、ワンヘルスの推進に寄与する生物多様性

保全に努めていきます。 

アライグマ 
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SDGs ゴール・ターゲット関連図 
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社会教育施設を対象に生物多様性保全の意義や外

来種問題をわかりやすく解説する講師派遣事業を
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これらの取組により、効果的な特定外来生物の防

除を進め、ワンヘルスの推進に寄与する生物多様性

保全に努めていきます。 
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北九州市の取組 

Horasisアジアミーティングの開催
 環境局環境国際戦略課 

令和４年１１月２０日から２２日の間、世界的なシンクタンクであ

る Horasis（ホラシス）が主催する会議が北九州国際会議場に

て、日本で初めて開催されました。Horasis 及び本市が招待した

２３か国・地域２０１名が、気候変動問題をはじめとした世界的な課

題の克服などのテーマを中心に、アジアの将来像について活発な

議論を行いました。 

会議に併せ、環境国際ビジネス展開支援の一環として、会場内

に市内企業・団体等の PR ゾーンを設置し、本市の環境の取り組

みや市内企業の環境技術について情報発信しました。また、エク

スカーションにおいては、市内観光の他、環境ミュージアムや本市

が誇る「モノづくり」企業の視察を実施し、国内外の参加者に対し

本市の魅力を PR しました。 

プラスチック資源の一括回収開始 
 環境局循環社会推進課 

北九州市では、SDGs の実現と脱炭素社会を見据えた廃棄

物の適正な処理の実現のため、平成１８年から分別収集している

「容器包装プラスチック」と同じ指定袋で「製品プラスチック」も一

緒に回収する「プラスチック資源の一括回収」を、令和５年１０月

から市内全域で開始しました。 

これまで焼却処分されていた製品プラスチックを、資源として

分別収集することで、新たな資源循環が生まれるとともに、焼却

処理の過程で生じる温室効果ガスの排出を削減します。 

将来的には、分別収集したプラスチック資源を地域で循環さ

せる「地循環」の実現を目指し、福岡県内だけでなく全国の自治

体のモデルとなるよう取り組みを推進していきます。 

会議の様子 

プラスチック一括回収 

啓発ポスター 

SDGs ゴール・ターゲット関連図 

効果

12.2 天然資源の持続可能な管理及び効率的な利用
12.4 化学物質や廃棄物の大気、水、土壌への放出削減
12.5 廃棄物の発生防止、削減、再生利用
12.8 自然と調和したライフスタイルに関する普及啓発9.4 環境に配慮した技術の導入

3.9 有害化学物質、大気、
水質、及び土壌汚染対策

効果

処分場の適正化に資する協力や、環境技術の
導入により、大気、水質、土壌汚染対策が進む

福岡方式廃棄物処分場や環境技
術の導入により、廃棄物の再利用
や削減につながる福岡方式廃棄物処分場の普及展

開や技術ガイドブックにより、環
境に配慮した技術の導入が進む

11.6  大気の質及び廃棄物の管理

処分場の適正化に資する協力や、
環境技術の導入により、居住環境
上の悪影響の軽減につながる

１８ アジア諸地域との環境協力の推進 

環境政策課

本県では、経済発展が進むアジア諸地域の環境

問題の解決に貢献するため、同地域との環境協力を

推進しています。 

１ 福岡方式廃棄物最終処分場の紹介・解説動画の

作成 

本県は、これまでにベトナム、タイにおいて福岡方

式処分場の整備に係る支援を実施しています。令和

2（2020）年に作成した「福岡方式廃棄物最終処分

場導入ガイド」をもとに、海外自治体等の廃棄物処

理担当者に向けて福岡方式処分場の水や空気の流

れなどをわかりやすく解説した「福岡方式廃棄物最

終処分場の紹介・解説動画」を 4 か国語（英語、タイ

語、ベトナム語、日本語）で作成しました。本動画は

本県の YouTube チャンネル「FUKUOKA GREE

NTECH Channel」に掲載しており、福岡方式処

分場の更なる普及展開を目指します。 

２ 福岡県環境技術ビジネス WEB セミナーの実施 

令和 3（2021）年に「福岡県環境関連企業技術ガ

イドブック」を作成し、本県に拠点を構える企業が有

する環境技術について、国内外への情報発信を行っ

てきました。 

本県で培われてきた環境技術を海外に発信し、県

内環境関連企業の円滑な海外展開・ビジネスマッチ

ングに繋げることを目的に、令和 4（2022）年に「環

境技術ビジネスＷＥＢセミナー」を実施し、セミナー開

催後は、本県商工部によるオンライン商談会への参

加の機会を提供することにより、県内企業の更なる

海外展開を支援しました。 

福岡方式廃棄物最終処分場の紹介・解説動画（タイ語） 福岡県環境技術ビジネス WEB セミナー現地会場の様子
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海外展開を支援しました。 

福岡方式廃棄物最終処分場の紹介・解説動画（タイ語） 福岡県環境技術ビジネス WEB セミナー現地会場の様子
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福岡市の取組 

カーボンニュートラルパッケージ 
 脱炭素社会推進課、脱炭素事業推進課 

福岡市は、脱炭素社会の実現に向け、「2040 年度温室効果ガ

ス排出量実質ゼロ」のチャレンジを掲げ、様々な取組を進めていま

す。その１つとして、市民、事業者と一体となってＣＯ２の排出削減に

取り組んでいくため、令和５年度から脱炭素関連の補助事業を「カ

ーボンニュートラルパッケージ」としてとりまとめ、一体的に広報して

います。住宅用太陽光発電設備への補助等の拡充に加え、ビルの

ZEB 化やマンションの ZEH-M 化に係る設計費用の補助など、業

務部門において新たに３つの補助を新設しています。補助枠は福

岡市過去最大の計４億 5,875 万円で、CO2 削減効果は、年間

10,396 トンを見込んでいます。 

詳細は、市ホームページ
をご覧ください。 

プラスチック回収モデル事業   
 計画課 

福岡市では、プラスチックのリサイクル推進に向けた課題を検

証するため、区役所等の資源物回収拠点でプラスチック製品を

回収するモデル事業を令和４年度から実施しています。 

令和５年度は、プラスチックごみの分別収集導入に向け、市内

一部地域を対象に、プラスチックごみ戸別収集モデル事業を実

施しています。 

生ごみリサイクル推進事業
 ごみ減量推進課 

福岡市では、家庭から出る生ごみの減量と資源化を推進する

ため、段ボールコンポスト等の生ごみ堆肥化容器や電動生ごみ

処理機（バイオ式）の購入費用を一部補助しています。 

また、家庭で使いきれずに余った堆肥は、市内の資源物回収

ボックスで回収し、一人一花運動に取組む団体にお渡しして、歩

道や公園の花壇などで活用しています。 

回収したプラスチックから
製作したプランター 

家庭から回収した生ごみ堆肥を
使った花苗の植え付けの様子 

大牟田市の取組 

環境副読本「環境たんけんの旅」の発行    
 環境保全課 

本市は、大人向けの「エコライフ読本」と子ども向けの「環境

たんけんの旅」という二つの環境副読本を発行しています。こ

のうち、子ども向けの環境副読本は毎年改訂し、市立小学校

の 5 年生に配布しています。 

内容は、本市がかつて経験した公害とその克服の歴史、現

在の環境質の状況、生物多様性の保全と地球温暖化対策、環

境スポットなど、本市を取り巻く環境情報を紹介しています。 

近年はクセの強い方言をつかう謎の少年など魅力あるキャ

ラクターが登場し、楽しみながら大牟田の環境について学習で

きる構成としています。 

大牟田の公害 

エコチェック 
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プラスチック回収モデル事業   
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令和５年度は、プラスチックごみの分別収集導入に向け、市内
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施しています。 

生ごみリサイクル推進事業
 ごみ減量推進課 

福岡市では、家庭から出る生ごみの減量と資源化を推進する

ため、段ボールコンポスト等の生ごみ堆肥化容器や電動生ごみ
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大牟田市の取組 

環境副読本「環境たんけんの旅」の発行    
 環境保全課 

本市は、大人向けの「エコライフ読本」と子ども向けの「環境

たんけんの旅」という二つの環境副読本を発行しています。こ
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エコチェック 
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久留米市の取組 

清掃工場の余剰電力活用で「電力の地産地消」  
環境部環境政策課 

清掃工場（宮ノ陣クリーンセンター）のごみ発電から生じる余剰

電力を、電力事業者を介して、公共施設に送電する事業を令和５

年１月から開始しました。 

CO₂フリー電源の活用による温室効果ガス排出の削減と、ごみ

から発電した電力を市の施設で活用する「電力の地産地消」を進

めます。 

送電対象施設は、環境部庁舎外３施設で、CO₂削減効果を年

間約２，０００ｔ- CO₂と見込んでいます。 

脱プラスチックの 

キャッチコピーや取り組みを募集 
環境部資源循環推進課 

海洋プラスチックごみ問題や気候変動問題などを背景に、プラ

スチック資源循環の普及啓発、市民・事業者によるプラスチック

ごみの排出抑制等を促進する重要性が高まっています。そこで、

久留米市では、海洋プラスチックごみ問題、気候変動問題等を

考え、行動するきっかけとするため、脱プラスチックのキャッチコ

ピーや取り組みを募集し、計１７８作品の中から受賞作品を決定

いたしました。キャッチコピー部門ダイヤモンド賞は「これもプ

ラ？！意外と多かよ、プラマーク」です。受賞作品は今後、動画

やポスターなど脱プラスチックの広報や啓発に幅広く活用しま

す。 

事業スキーム 

脱プラスチック 

啓発ポスター 

清掃工場 公共施設 

古賀市の取組 

ワンヘルス推進宣言とワンヘルス講座の開催   
 市民部環境課 

古賀市では関連する各分野が連携して、環境保全や人と動物

の共生社会づくり、自然や動物とのふれあいを通じた健康づくり、

自然と調和した産業の振興などに向けた活動に、ワンヘルスの理

念のもと取り組んでいく「古賀市ワンヘルス推進宣言」を令和5年

3 月 18 日に表明しました。 

また 3 月 25 日には、市内の小中学生とその保護者を対象とし

て、親子で学ぶ環境講座「ひと・動物・地球の健康は一つ ～ワン

ヘルスってなあに？～」を開催しました。ワンヘルスについての話

（主に人獣共通感染症について）と大根川親水空間における生き

ものの観察・解説を主軸とする内容で行いました。今後もワンヘル

スの普及啓発に繋がるような取り組みを行っていきます。 

ごみ減量化推進事業所及び優良事業所認定   
 市民部環境課 

古賀市では、事業所から排出される廃棄物の発生抑制・再使

用・再生利用その他の減量化に取り組む市内の事業所を「古賀

市ごみ減量化推進事業所」として認定しています。 

令和４年度は、会議資料のペーパレス化、プラスチック包装資

源の回収、マイバッグ持参の推進を実施する事業所を認定しま

した。 

今後も「優良事業所」の認定を継続して行い、おおむね３年に１

回の頻度で、顕著な取組みを行う事業所を「最優良事業所」とし

て表彰を行います。 

この活動を通して、これまでの認定事業所の更なる活動の活

性化のみならず、他の事業所及び市民のごみ減量の意識向上を

図り、廃棄物処理に係る使用エネルギーの削減に取組みます。 

ワンヘルス講座の様子 

最優良事業所 
表彰プレート 
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宮若市の取組 

２０５０年カーボンゼロを表明しました     
 環境保全課 

本市では、令和４年宮若市議会第２回定例会において温室効

果ガスの排出削減に努め、２０５０年までに脱炭素社会を目指すこ

とを宣言しました。それに伴い、令和４年８月１９日に 2050 年カー

ボンゼロを表明しました。 

現在、本市では「第２次宮若市環境基本計画」を策定中であり、

令和６年度から施行予定です。基本計画の中に脱炭素に向けた

具体的な施策方針を明示し、二酸化炭素排出実質ゼロに向けて

取り組んでいきます。また本市は、令和４年６月に北九州都市圏１

８市町で脱炭素先行地域に選定されており、公共施設への太陽

光設備等の導入を令和８年度までに進めていきます。 

宮若市内一望航空写真 

嘉麻市の取組 

嘉麻市立山田中学校が 

長年の山田地区河川清掃活動を讃えられ表彰   
 環境課 

嘉麻市立山田中学校は、山田川クリーン作戦など長きにわたる

環境美化運動に尽力された功績が認められ、令和３年９月に福岡

県地区衛生連合会理事長表彰を、令和４年６月に福岡県環境保

全功労者知事表彰を受賞しました。 

同校は、山田川クリーン作戦実行委員会発足当時から参加し

ており、現在では全校生徒・職員で活動しています。その活動の

一環として環境美化に関する標語を作成するなど、地域の環境美

化向上に貢献しています。 

福岡県地区衛生連合会 
理事長表彰 

みやま市の取組 

「ワンヘルスのまち みやま」へ 

ワンヘルスフォーラム２０２３を開催       
企画振興課ワンヘルス総合推進室 

令和５年４月に「ワンヘルス総合推進室」を新設し、みやま市のワ

ンヘルス推進における普及啓発、ワンヘルス教育の推進、実践の計

画策定等を行っています。５月１４日には、市民のみなさんにワンヘ

ルスをより身近に感じてもらうため「ワンヘルスフォーラム 2023」を

開催しました。 

日本医師会の名誉会長横倉義武氏による基調講演をはじめ、俳

優の藤田朋子さんとワンヘルスを語るトークショー、みやまワンヘル

ス楽校、科学実験・生物展示コーナー、ふれあい動物園、犬猫譲渡

会、市環境ブースなど、子どもから大人までワンヘルスを楽しく体感

していただけるよう様々な出展を企画し、約4,000人の方が来場さ

れました。 

引き続き、みやま市のワンヘルス実践に向けて、普及啓発に取り

組んでいきます。 

岡垣町の取組 

ラブアース・クリーンアップ２０２３      
 住民環境課 

岡垣町では、住民・企業・行政が連携する協働の取組として、海

岸線の一斉清掃「ラブアース・クリーンアップ」を平成４年から行っ

ています。令和５年６月４日には、３０回目となる「ラブアース・クリ

ーンアップ２０２3」を開催しました。三里松原海岸一帯５会場で合

わせて７９５人のボランティアが参加し、5.5トンの漂着ごみを回収

しました。岡垣町の三里松原海岸は、日本の白砂青松１００選に選

ばれています。また、６月 19 日には８年ぶりにウミガメの上陸が確

認されました。岡垣町は、「海がめもかえる町」をキャッチフレーズ

にまちづくりを進めています。きれいな海岸を次世代に引き継ぎ、

いつまでもウミガメが産卵に帰ってくるように、今後も海岸線の清

掃活動を継続し、この活動を通して参加者の町の環境に対する意

識向上を図っていきます。 

ラブアース・クリーンアップ 
実施の様子 

ワンヘルス楽校 
（市教委） 

ふれあい動物園 

（八女農業高校） 
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いつまでもウミガメが産卵に帰ってくるように、今後も海岸線の清

掃活動を継続し、この活動を通して参加者の町の環境に対する意

識向上を図っていきます。 

ラブアース・クリーンアップ 
実施の様子 

ワンヘルス楽校 
（市教委） 

ふれあい動物園 

（八女農業高校） 
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第２章 県内の主な取組 第３節 市町村の取組

大刀洗町の取組 

資源回収ステーションモデル事業 
住民課 

家庭から出る資源の持ち込みをきっかけに、地域内の"資源循

環"と"住民同士の交流”を生み出す場所として、令和４年１月より

社会実験を開始しており、現在、町内４校区で実施中です。 

「月に一度しか出せない資源ごみを日常的に出せる場所がある

と良い」という町民の声を受けて始めた事業で、住民自ら 14～16

品目に分別をして、校区センターに資源を持ち込みます。 

分別した資源のリサイクル先を見える化するなど、利用者の協

力がどのように環境保全へ貢献しているかを示すことで、環境問

題への意識を高め、ごみの減量化や再資源化を推進しています。 

また、ステーション内にはベンチなどの交流スペースを設置す

ることで、会話が生まれ、お互いに助け合うコミュニティづくりを

目指しています。 

資源持ち込みの様子（本郷） 

資源持ち込みの様子（大堰） 

第２部

環境の現況と対策


